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平成２４年度小金井市各会計歳入歳出決算等の 

審査意見及び財政健全化審査意見について 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項並びに地方公共団体の財政

の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第１項の規定により審査に付さ

れた標記の件について審査した結果、別紙のとおり意見書を提出します。 

 なお、この審査の結果に基づき、又はこの審査の結果を参考として措置を講じたと

きは、その旨を通知願います。 
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――――― 凡     例 ――――― 

１ 文中及び表中の金額は、原則として円単位で表示した。 

２ 比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入し、各表内計数により計算している。 

３ 構成比率（％）は、合計が 100となるよう調整している。 



３　審査の手続

歳　　　入 歳　　　出 差　　　引

37,912,946,521 36,488,138,632 1,424,807,889

国 民 健 康 保 険 9,853,903,386 9,875,676,872 △ 21,773,486

下 水 道 事 業 1,360,331,687 1,347,722,304 12,609,383

介 護 保 険 6,397,668,381 6,314,755,896 82,912,485

後 期 高 齢 者 医 療 2,230,754,437 2,224,207,046 6,547,391

57,755,604,412 56,250,500,750 1,505,103,662

　

第２　決算の概要

　　審査に付された一般会計及び各特別会計の決算について、関係法規に基づいて調製されているか、

　また、事業内容、予算が効率的に執行されているかを確認し、基金は適正に運用されていたか等を主

第１　審査の概要

　・　平成２４年度小金井市下水道事業特別会計歳入歳出決算

　・　平成２４年度小金井市介護保険特別会計歳入歳出決算

　・　財産に関する調書

　・　平成２４年度小金井市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

合　　　　　計

　０円で、差引１５億５１０万３，６６２円となっている。

　　会計別の歳入歳出決算額及びその差引額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

１　総　　　括

　　平成２４年度の一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算概要は、次のとおりとなっている。

　　各会計の合計は、歳入５７７億５，５６０万４，４１２円に対し、歳出５６２億５，０５０万７５

区　　　　　　　分

一　　般　　会　　計

特
　
別
　
会
　
計

平成２４年度小金井市各会計歳入歳出決算等の審査意見書

　　平成２５年６月３日から平成２５年８月２２日まで

２　審査の対象

　・　平成２４年度小金井市一般会計歳入歳出決算

　・　平成２４年度小金井市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

　・　基金の運用状況

１　審査の期間

　眼とし、関係諸帳簿及び証拠書類と計数の照合、その他必要と認める審査を実施した。
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決　　算　　額 執行率

※　 37,520,883,000 37,912,946,521 392,063,521 101.0

国 民 健 康 保 険 10,064,772,000 9,853,903,386 △ 210,868,614 97.9

下 水 道 事 業 1,415,804,000 1,360,331,687 △ 55,472,313 96.1

介 護 保 険 6,497,837,000 6,397,668,381 △ 100,168,619 98.5

後 期 高 齢 者 2,262,290,000 2,230,754,437 △ 31,535,563 98.6

57,761,586,000 57,755,604,412 △ 5,981,588 100.0

※　 37,520,883,000 36,488,138,632 ※　 1,028,328,368 97.2

国 民 健 康 保 険 10,064,772,000 9,875,676,872 189,095,128 98.1

下 水 道 事 業 1,415,804,000 1,347,722,304 68,081,696 95.2

介 護 保 険 6,497,837,000 6,314,755,896 183,081,104 97.2

後 期 高 齢 者 2,262,290,000 2,224,207,046 38,082,954 98.3

57,761,586,000 56,250,500,750 1,506,669,250 97.4

１，２６１万円、介護保険特別会計が８，２９１万２，０００円、後期高齢者医療特別会計が６５４万７，

０００円であったが、国民健康保険特別会計が２，１７７万４，０００円の歳入不足となり、平成２５年度

同会計予算からの繰上充用金で補塡している。

　また、単年度収支額では、一般会計が２億２，１０８万円、国民健康保険特別会計が５，７０３万３，０

００円、下水道事業特別会計が６３９万７，０００円、介護保険特別会計が３，５２９万７，０００円とな

　本年度の実質収支額は、一般会計が１４億２，４６７万９，０００円、特別会計では下水道事業特別会計

ったが、後期高齢者医療特別会計が１，２３７万７,０００円の赤字となった。

合　　　計

　※　一般会計予算額については、歳入歳出とも前年度からの繰越額１億２９１万８，０００円を加えた額

　　となっている。また、一般会計には、４４１万６，０００円の翌年度繰越額があるため、歳出の予算額

　　と決算額との比較については、この翌年度繰越額を差し引いた額となっている。

　　

　この各会計別決算の状況は、次のとおりである。

財政収支の状況

特
　
別
　
会
　
計

合　　　計

歳
　
　
出

一　　般　　会　　計

特
　
別
　
会
　
計

　各会計別の予算に対する決算の状況は、次のとおりである。

（単位：円、％）

区　　　　　　　　分 予　　算　　額
予算額と決算額
と　の　比　較

歳
　
　
入

一　　般　　会　　計
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継続費逓次繰越額

繰越明許費繰越額

事故繰越し繰越額

　 　　計　　   Ｄ

後期高齢者医療

18,924

　　一　　般　　会　　計

△ 6,055

1,203,599

129

0

0

（単位：千円）

合　　　計

18,924

7,850

23

　　　実質収支の推移は、次のとおりである。

2,099 3,338後期高齢者医療

特 別 会 計

2,230,754

2,224,207

6,547

47,615

6,547

△ 78,807

6,314,756

13,839

合　　　　　計 1,110,136

国 民 健 康 保 険

1,197,544

238,762 328,044

6,213△ 78,807

1,334,273

6,397

０

6,547

1,504,974

　　一時借入金の推移は、次のとおりである。

利　子　総　額（円）借　入　金　総　額（千円）

２２

年　　　　　度

０

０

２１

　　　　　　　　　　０

日　　　　　　数（日）

２０ ２,４００,０００ 　　　 　　　　　　３２

２４ ０

２３ ５５１,３１４３,１００,０００ 　　　 　　　　　　５８

0

223,914

0

　　　　　　　　　　０

００

7,365 7,618

140,658

△ 12,377

1,424,679

０

1,504,974

20

９８５,９７１

78,048 82,912

1,873,109 1,197,544

12,610下 水 道 事 業

介 護 保 険

6,213

47,61582,67388,640

14,070

単年度収支額（Ｅ-Ｆ） Ｇ

特　　別　　会　　計

一　　般　　会　　計

　
　　　　　　　　年　度
　会　計

決　　　　　　　算　　　　　　　額

103,306

1,095,511 1,545,065

前年度実質収支額　　　Ｆ

0

実質収支額（Ｃ-Ｄ）　 Ｅ

22

80,295

1,006,830

（単位：千円）

21

35,297 307,430

6,397,668

0

0

0

129

57,033

0

82,912

0

△ 21,774 12,610

0

0

0

介 護 保 険

37,912,947

△ 21,774

0

0

特 別 会 計

下水道事業

（Ａ-Ｂ）　　　　　 　Ｃ

9,875,677

1,424,808

　歳　出　総　額　　　Ｂ

　差　引　額（形式収支）

36,488,139

特 別 会 計
区　　　　分

特 別 会 計
一般会計

0

す
べ
き
財
源

国民健康保険

9,853,903

翌
年
度
へ
繰
り
越

129

　歳　入　総　額　　　Ａ

56,250,501

57,755,604

1,505,103

1,360,332

0

1,347,722

12,610

0

82,912

24

1,424,679

129

1,203,599

221,080

0

0

△ 21,774
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金　　　額
対前年度
増 減 率

金　　　額
対前年度
増 減 率

２０ 38,696,610,158 5.8 35,851,863,714 1.4 2,844,746,444

２１ 38,811,995,339 0.3 37,231,624,534 3.8 1,580,370,805

２２ 39,199,255,504 1.0 38,022,545,238 2.1 1,176,710,266

２３ 42,862,026,666 9.3 41,555,510,320 9.3 1,306,516,346

２４ 37,912,946,521 △ 11.5 36,488,138,632 △ 12.2 1,424,807,889

　　地方消費税交付金、使用料及び手数料、国庫支出金、財産収入、繰入金及び市債である。

２　一般会計

（１）　総　括

　　　平成２４年度一般会計の決算額は、

　　　　　　　歳　　入　　３７，９１２，９４６，５２１　円

　　　予算現額に対する増の主な款は、市税、地方交付税、都支出金及び諸収入であり、減の主な款は、

　　　　　　　歳　　出　　３６，４８８，１３８，６３２　円

（２）　歳　入

（単位：円、％）

　　　　　　　差引残額　　　１，４２４，８０７，８８９　円

　　となっている。

　　　最近５年間の決算収支及び決算規模の推移は、次のとおりである。

　　　予算現額３７５億２，０８８万３，０００円に対する決算額は、３７９億１，２９４万６，５２

　　１円で、３億９，２０６万３，５２１円の増となっている。

　　　予算現額に対する比率は、１０１．０％である。

歳　　　　　入 歳　　　　　出
差　　　引

　　　　区　分

　年　度
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決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 増減率

1 市 税 19,885,409,398 52.5 19,921,068,214 46.5 △ 35,658,816 △ 0.2

2 地 方 譲 与 税 177,002,237 0.5 183,772,226 0.4 △ 6,769,989 △ 3.7

3 利 子 割 交 付 金 138,446,000 0.4 144,445,000 0.3 △ 5,999,000 △ 4.2

4 配 当 割 交 付 金 70,063,000 0.2 64,262,000 0.2 5,801,000 9.0

5 株式等譲渡所得割交付金 18,030,000 0.0 14,233,000 0.0 3,797,000 26.7

6 地方消費税交付金 1,097,649,000 2.9 1,088,319,000 2.5 9,330,000 0.9

7 自動車取得税交付金 103,567,000 0.3 91,634,000 0.2 11,933,000 13.0

8 地 方 特 例 交 付 金 62,368,000 0.2 215,702,000 0.5 △ 153,334,000 △ 71.1

9 地 方 交 付 税 238,334,000 0.6 201,187,000 0.5 37,147,000 18.5

10 交通安全対策特別交付金 12,543,000 0.0 12,935,000 0.0 △ 392,000 △ 3.0

11 分担金及び負担金 899,425,177 2.4 532,607,880 1.2 366,817,297 68.9

12 使用料及び手数料 901,751,481 2.4 925,353,764 2.2 △ 23,602,283 △ 2.6

13 国 庫 支 出 金 4,643,123,089 12.2 5,619,955,102 13.1 △ 976,832,013 △ 17.4

14 都 支 出 金 4,667,391,005 12.3 4,881,394,847 11.4 △ 214,003,842 △ 4.4

15 財 産 収 入 10,018,033 0.0 107,798,233 0.3 △ 97,780,200 △ 90.7

16 寄 附 金 12,214,505 0.0 55,612,820 0.1 △ 43,398,315 △ 78.0

17 繰 入 金 1,517,329,568 4.0 2,389,102,938 5.6 △ 871,773,370 △ 36.5

18 繰 越 金 1,306,516,346 3.4 1,176,710,266 2.8 129,806,080 11.0

19 諸 収 入 524,765,682 1.4 461,733,376 1.1 63,032,306 13.7

20 市 債 1,627,000,000 4.3 4,774,200,000 11.1 △ 3,147,200,000 △ 65.9

37,912,946,521 100.0 42,862,026,666 100.0 △ 4,949,080,145 △ 11.5

金　　　　額 比　率 金　　　　額 比　率 金　　　　額 比　率

25,051,094,575 64.0 25,569,987,491 59.7 25,057,430,190 66.1

14,148,160,929 36.0 17,292,039,175 40.3 12,855,516,331 33.9

39,199,255,504 100.0 42,862,026,666 100.0 37,912,946,521 100.0

諸収入を自主財源（注）とし、その他を依存財源（注）として区分すると、次のとおりとなる。

歳　入　合　計

　　　　　　　  区　分
　項　目

　地方公共団体の収入のうち、地方公共団体自身が自ら収入額を見積って賦課し、徴収する等により自ら

確保することができる収入を自主財源（又は自己財源）といい、国あるいは都道府県から定められた額を

交付されたり、割り当てられたりする収入を依存財源という。

（注）自主財源、依存財源

自 主 財 源

依 存 財 源

合 計

平成２３年度

本年度の各款別歳入の状況及び前年度との比較は、次のとおりである。

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 対 前 年 度 比 較

（単位：円、％）

　　　　　　  　区　分
　款　別

平成２４年度平成２２年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円、％）

　歳入決算額のうち、市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、
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対前年度

増　　減 平成24年度 平成23年度 平成24年度 平成23年度

市 民 税 10,637,539,895 10,455,466,285 182,073,610 1.7 1.3 98.3 98.2

固定資産税 6,760,650,297 6,942,281,423 △ 181,631,126 △ 2.6 2.1 98.9 98.8

軽自動車税 38,777,300 38,578,200 199,100 0.5 △ 0.0 96.8 96.0

市たばこ税 508,291,552 515,713,508 △ 7,421,956 △ 1.4 19.7 100.0 100.0

都市計画税 1,667,010,315 1,713,540,097 △ 46,529,782 △ 2.7 0.7 98.9 98.7

　小　　　計 19,612,269,359 19,665,579,513 △ 53,310,154 △ 0.3 2.0 98.6 98.5

滞 市 民 税 170,107,256 156,664,934 13,442,322 8.6 1.6 26.4 23.9

納 固定資産税 80,998,808 77,694,624 3,304,184 4.3 9.2 34.9 33.7

繰 軽自動車税 1,266,393 1,079,146 187,247 17.4 △ 20.3 31.5 28.4

越 都市計画税 20,767,582 20,049,997 717,585 3.6 8.3 34.6 33.3

分 　小　　　計 273,140,039 255,488,701 17,651,338 6.9 4.2 29.0 26.9

合　　　　計 19,885,409,398 19,921,068,214 △ 35,658,816 △ 0.2 2.0 95.4 95.2

る。

１万３１５円で４，６５２万９，７８２円（２.７％）の減となっている。

　　　次に、款別決算状況をみると、次のとおりである。

第１款　　市　　税

　　市税収入は、１９８億８，５４０万９，３９８円で前年度に比べて３，５６５万８，８１６円（０．２％）

　　歳入総額３７９億１，２９４万６，５２１円に対する割合は、５２．５％である。税目別市税収入の対前年

　の減となっている。

　市民税は、１０６億３，７５３万９，８９５円で、前年度に比べて１億８，２０７万３，６１０円（１．７％

　度比較をみると、次のとおりである。

定額に対する収入率は、２９．０％で前年度と比べて２．１ポイントの増となっている。

　※　収入率については、収入済額から還付未済額を差し引いた純収入額を調定額で除して算出している。

　現年課税分は、１９６億１，２２６万９，３５９円で前年度に比べて５，３３１万１５４円（０．３％）の減

（単位：円、％）

　　　　区　分
　
　税　目

平成２４年度 平成２３年度
対前年度増減率 収　　入　　率

となり、調定額に対する収入率は９８．６％で前年度と比べて０．１ポイントの増となっている。

税は、５億８２９万１，５５２円で、７４２万１，９５６円（１．４％）の減、都市計画税は、１６億６，７０

６２３万５，４７２円と大半を占めている。固定資産税の収入未済額は、２億２，２２２万１，００５円であ

現

年

課

税

分

比べて４，６５５万３，２２０円減少している。

　税目別にみた収入未済額の主なものは、市民税６億２，３６０万５，７１３円で、このうち、個人分が６億

　収入未済額は、次表の「最近５年間の市税収入状況」に示すとおり、９億７２０万９，９６１円で前年度に

）の増、固定資産税は６７億６，０６５万２９７円で１億８，１６３万１，１２６円(２．６％)の減、市たばこ

　滞納繰越分は、２億７，３１４万３９円で、前年度に比べて１，７６５万１，３３８円（６．９％）の増、調
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歳入総額に
占める割合

４６．５

市　　　民　　　税 186,151,323

不 納 欠 損 額

0 526,800

83,758,230

12

合　　　　　　計

最 近 ５ 年 間 の 市 税 収 入 状 況

収 入 未 済 額 の 主 な 税 目

最 近 ５ 年 間 の 収 入 率

収　　入　　率

140 0 0

市 民 税 ・ 都 民 税

固定資産税・都市計画税

　　　　　　　　　区　分
　税　目

87 0軽 自 動 車 税

法 人 市 民 税

合　　　　　　計

87

43

282

43 0

0 0 537,900

決　　　　　定　　　　　分

許可件数 不許可件数 税　額取消件数

　　区分
年度

調　　定　　額 収　入　済　額

　　　　　　 区　分
　税　目

現 年 課 税 分

20 20,765,956,210 43,796,406

20,892,351,721

24

２６．５

19,940,654,682

19,533,594,738

23

固　定　資　産　税 ３５．５

22 20,546,566,844

21

20,831,921,532 ５２．５40,988,958

９５．４ ５１．４

60,725,879

623,605,713

４９．８

未 決 定 件 数 等

個　　　　　人

法　　　　　人

425,407,749 606,235,472

12,046,641

２３ ２４

148,900,778

市　　　民　　　税

２１

９５．９

９５．４

222,221,005

２２

437,454,390

５１．４

滞 納 繰 越 分 合　　　　　　　計

17,370,241

19,885,409,398

９５．１

953,763,181 ９５．２

19,905,495,396 817,192,987

38,987,484 913,250,008

９７．８

20,915,680,004 19,921,068,214 41,872,300

９８．５

180,827,723

5,323,600

９８．２

　　　　　　　　　年　度
　区　分

２０

９７．８

固　定　資　産　税 73,320,227

９８．６

市　　　民　　　税

９８．２ ９８．１

９７．９ ９８．２ ９８．３

固　定　資　産　税

滞 　納 　繰　　越 　分

９８．７ ９８．６

２８．６２９．３

９８．６ ９８．８ ９８．９

２６．９ ２６．９ ２９．０

９５．１

282

2,037,400

140

0 0 86,860,330

市 税 減 額 免 除 状 況 調 べ

申 請 件 数

12

0

0

0

0

0

0

（単位：円、％）

（単位：円）

（単位：％）

３４．４ ３３．５

現 　年 　課 　税 　分

953,203,501

907,209,961

収 入 未 済 額

３３．７

２６．０

９５．２ ９５．４

（単位：件、円）

９５．４

３４．９

２３．９ ２６．４２４．２

９５．９
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（ ） （ ） （ ） （ ）

1,242 47 62 21 245 632 10,832,638 449 2,004 37,388,554

普 通 徴 収 959 47 62 21 228 587 10,055,282 399 1,676 31,502,690

特 別 徴 収 272 0 0 0 10 37 373,556 35 309 5,034,342

小　　計 1,231 47 62 21 238 624 10,428,838 434 1,985 36,537,032

11 0 0 0 7 8 403,800 15 19 851,522

74 0 0 0 25 71 1,940,710 35 145 3,411,134

純固定資産税 74 0 0 0 24 68 1,489,717 34 142 2,593,279

償 却 資 産 税 53 0 0 0 1 3 24,400 11 56 84,974

74 0 0 0 24 68 426,593 34 142 732,881

23 0 1 0 58 76 152,265 65 100 189,270

1,339 47 63 21 328 779 12,925,613 549 2,249 40,988,958

0 0

0 0

9 423,308

0 0

0 0

0 0

12 1,193,514

0 0

0 0

1 4,000

0 0

0 0

0 0

0 0

6 1,006,955

軽 自 動 車 税

合　　　　　　　計

0 0

0 0

0 0

0 0

9 423,308

0 0

0 0

11 1,189,514

0 0

11 1,189,514 9 423,308

6 1,006,955 11 1,189,514 9 423,308

0 0

6 1,006,955

0 0

6 1,006,955

合　　　　　　計

人数 件　数 金　　額 人 数 件　数 金　　額件　数

地方税法第１５条の７
第 １ 項  　第 ２ 号

人数

不　　　　納　　　　欠　　　　損　　　　内　　　　訳

金　　額件　数

地方税法第１５条の７
第 １ 項  　第 １ 号

人数 金　　額

地方税法第１５条の７
第 １ 項  　第 ３ 号

4,660,786

人数 件　数 金　　額

財産なし（即時）

地方税法第１５条の７
第 5 項

人数 金　　額件　数

所在不明（処分停止）

8 447,722

10 1,470,424

23,488,417

178 23,936,139

145 18,827,631

25

194 25,439,568

財産なし（処分停止） 生活困窮（処分停止）

10 306,288

6 33,005

10

170

都 市 計 画 税

（単位：人、件、円）

　
      　 　 内        容
　　　　　　件数及び金額

　　税　　目

市 民 税

３　　年　　経　　過

固
 
 
　
定

資
 
産
 
税

（地方税法第１８条）

時　　　　効

個
　
 
 
人

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

1,103,562

10 60,574
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　　本年度決算額は、６，２３６万８，０００円で、前年度に比べて１億５，３３３万４，０００円

　の増となっている。その要因は、普通交付税が２，４５１万７，０００円、特別交付税が１，２６

　　本年度決算額は、２億３，８３３万４，０００円で、前年度に比べて３，７１４万７，０００円

　となっている。

第４款　配当割交付金

第８款　地方特例交付金

　いる。

　となっている。

第７款　自動車取得税交付金

　　本年度決算額は、１億３５６万７，０００円で、前年度に比べて１，１９３万３，０００円の増

　３万円の増となったことによるものである。

第５款　株式等譲渡所得割交付金

　っている。

　　本年度決算額は、１億７，７００万２，２３７円で、前年度に比べて６７６万９，９８９円の減

第９款　地方交付税

　となっている。その主な要因は、自動車重量譲与税が８１６万８，０００円の減となったものの、

第３款　利子割交付金

　の減となっている。

第２款　地方譲与税

　　本年度決算額は、１億３，８４４万６，０００円で、前年度に比べて５９９万９，０００円の減

第６款　地方消費税交付金

　地方揮発油譲与税が１３９万８，０００円の増となったことなどによるものである。

　　本年度決算額は、１０億９，７６４万９，０００円で、前年度に比べて９３３万円の増となって

　　本年度決算額は、１，８０３万円で、前年度に比べて３７９万７，０００円の増となっている。

　　本年度決算額は、７，００６万３，０００円で、前年度に比べて５８０万１，０００円の増とな

-　9　- 



　１９５万７７８円の減で、この主な要因は、住民基本台帳手数料７６４万３，７００円、諸証明等

　　補助金の本年度決算額は、４億３，６４７万５，０００円で、前年度に比べて１０億５，６８１

　　負担金の本年度決算額は、４１億７，６３７万９，３６４円で、前年度に比べて１億２０４万８，

　ている。

第１０款　交通安全対策特別交付金

　　本年度決算額は、１，２５４万３，０００円で、前年度に比べて３９万２，０００円の減となっ

第１１款　分担金及び負担金

　家搬入ごみ処理手数料７７２万７，１７０円、一般家庭系ごみ処理手数料６９８万１，５５０円、

　手数料４５０万６，４００円、税務関係証明手数料３８１万８，４００円が増となったものの、自

　　本年度決算額は、８億９，９４２万５，１７７円で、前年度に比べて３億６，６８１万７，２９

　０００円が皆増となったものの、社会資本整備総合交付金１０億５，８８２万２，０００円が減と

　児童手当負担金２億３，２４４万６，３３３円、生活保護費等負担金１億４，３０４万５，０００

　な要因は、自転車駐車場使用料１，６８８万８，４６０円、テニスコート場使用料２７９万４，４

　７円の増となっている。この主な要因は、二枚橋衛生組合解散に伴う承継事務負担金が３億１，９

　４円の減となっている。この主な要因は、子ども手当事務取扱交付金１，７８７万６，０００円、

　外国人登録事務委託金４９６万４，０００円が減となったことなどによるものである。

　となっている。このうち、使用料については２，１６５万１，５０５円の減となっている。この主

　５３万円の増となったことなどによるものである。

第１２款　使用料及び手数料

　　本年度決算額は、９億１７５万１，４８１円で、前年度に比べて２，３６０万２，２８３円の減

　となったものの、被用者小学校修了前児童手当負担金４億３２１万９，９９９円、被用者３歳未満

　円、中学生児童手当負担金１億２，３７１万３，３３４円が増となったことなどによるものである。

　　委託金の本年度決算額は、３，０２６万８，７２５円で、前年度に比べて２，２０６万１，０７

　万９，５９２円の減となっている。この主な要因は、地域介護・福祉空間整備等交付金８９１万９，

　なったことなどによるものである。

　００円、庁舎駐車場使用料１０４万２，４００円が減となったことなどによる。手数料については

第１３款　国庫支出金

　１３円の減となっている。

　６５３円の増となっている。この主な要因は、子ども手当負担金１０億５２８万９，２２４円が減

　放置自転車等撤去手数料２２７万７，０００円が減となったことなどによるものである。

　　本年度決算額は、４６億４，３１２万３，０８９円で、前年度に比べて９億７，６８３万２，０
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　となっている。この主な要因は、緑化事業寄附金４９９万１，６５９円が増となったものの、一般

　　本年度決算額は、１，００１万８，０３３円で、前年度に比べて９，７７８万２００円の減とな

　７０円の減となっている。この主な要因は、環境基金繰入金１億８，８８０万円が増となったもの

　の、財政調整基金繰入金７億７，６００万円、文化センター建設基金繰入金１億９，０５４万９，

　　本年度決算額は、１，２２１万４，５０５円で、前年度に比べて４，３３９万８，３１５円の減

　　本年度決算額は、４６億６，７３９万１，００５円で、前年度に比べて２億１，４００万３，８

第１４款　都支出金

　化対策等推進事業補助金７，７５５万１，０００円、緊急雇用創出事業臨時特例補助金７，０３５

　衆議院議員選挙費委託金１，９５２万５，２０７円、新みちづくり・まちづくりパートナー電線共

　なったものの、子ども家庭支援区市町村包括補助事業補助金８，６４２万３，０００円、地球温暖

第１５款　財産収入

　０４９円の増となっている。この主な要因は、子ども手当負担金１億６，５０１万６６６円が減と

　９３８円が減となったことなどによるものである。

　同溝設置事業委託金１，１９９万６，０００円が増となったことなどによるものである。

第１７款　繰　入　金

　８４円が減となったことなどによるものである。

　っている。この主な要因は、土地売払収入９，６３４万６，３９６円、市有土地貸付料１５６万６

　どによるものである。

第１６款　寄　附　金

　４２円の減となっている。

　負担金３，６５８万９，８０２円、障害者自立支援給付費負担金２，９０５万８，２００円、中学

　万４５４円、区市町村緑地保全事業補助金６，７００万円が減となったことなどによるものである。

　寄附金３，７５４万６，９０２円、みどりのまちづくり協力金１，０６０万円が減となったことな

　　本年度決算額は、１５億１，７３２万９，５６８円で、前年度に比べて８億７，１７７万３，３

　　委託金の本年度決算額は、４億１，５６３万７，５１７円で、前年度に比べて１，４９６万７，

　なったものの、被用者小学校修了前児童手当負担金９，３００万８３３円、国民健康保険基盤安定

　　補助金の本年度決算額は、３０億１４８万６，１８１円で、前年度に比べて３億２，３６０万８，

　７０９円の増となっている。この主な要因は、新みちづくり・まちづくりパートナー事業委託金２，

　

　７４３万５，０００円などが減となったものの、都知事選挙費委託金１，９７７万７，９９４円、

　生児童手当負担金２，９０５万３，３３２円、被用者３歳未満児童手当負担金２，３５７万２，０

　６００円の減となっている。この主な要因は、市町村総合交付金６，６９７万７，０００円が増と

　００円が増となったことなどによるものである。

　　負担金の本年度決算額は、１２億５，０２６万７，３０７円で、前年度に比べて９，４６３万７，
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　越金と比べて１億２，９８０万６，０８０円の増となっている。

　増となったことなどによるものである。

10,000,000

　万円の増、東京都六市競艇事業組合益金は平成２３年度に引き続き０円となっている。

　　前年度からの繰越金は、１３億６５１万６，３４６円で、平成２２年度から平成２３年度への繰

２０

　８，０３３円、スポーツ振興くじ助成金４，５５２万８，０００円、平成２２年度生活保護費等国

２３

　　収益事業収入では、東京都十一市競輪事業組合益金は３，０００万円で前年度に比べ２，０００

第１８款　繰　越　金

平成２３年度

　　歳計現金等の運用状況については、次のとおりである。

競　　　輪

0

　　歳計現金等の利子

10,000,000

合計 (1)＋(2)＝１６８，４８６円

0

10,000,000 30,000,000

　　　１　普通預金以外の運用利子 ２　普通預金による保管利子

<内訳> <内訳>

資金前渡預金利子

010,000,000

　庫負担金追加交付金４，１９９万８，８９０円が減となったものの、平成２３年度子ども手当国庫

30,000,000

15,000,000 30,000,000合　　　計

0

10,000,000

（単位：円）

　負担金追加交付金２億１，７８２万７，７７７円、弁償金（生活保護費）３，３１２万２６２円が

　の増となっている。この主な要因は、東京都市長会家具転倒防止器具助成事業助成金５，９２１万

第１９款　諸　収　入

２２

5,000,000

　　　　年度
　区分

歳 入 金 扱

利　　子（円）

40,000,000

歳入歳出外現金

２１

　　　　　１６８，４８６円・・・（１）

増 減 額

0

区　　　　分

　　０円・・・（２）

区　　　分

歳 計 現 金

168,486

0

歳入歳出外現金

歳　計　現　金

△ 38,340

平成２４年度

168,486

　　対前年度利子比較　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　区　　　　分

△ 18.54206,826

増 減 率

歳 計 現 金 等 利 子 額

（単位：円、％）

0

合　　　計

　利　　子（円）

競　　　艇 0

10,000,000

合　　　　　計

168,486

0

　　本年度決算額は、５億２，４７６万５，６８２円で、前年度に比べて６，３０３万２，３０６円

２４
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円 回 ％ 円

12

0

12

　　本年度決算額は、１６億２，７００万円で、前年度に比べて３１億４，７２０万円の減となっている。この主な要

歳　　計　　現　　金　　等　　運　　用　　状　　況

26,426

809,67111,511,634 808,100

338,962 2,399,426

558

712,981

　　平成２４年度の起債状況は、次のとおりである。

44,66371,089

5,400,000,000

　因は、臨時財政対策債２億５，６２０万円が減、市民交流センター取得事業債２７億９，１２０万円が皆減となった

26,9840

減 税 補 て ん 債

44,066 208,679

3,008,208 0

247,981

合　　　　計

臨 時財 政対 策債

一

般

会

計

総 務 債

民 生 債

衛 生 債

土 木 債

消 防 債

教 育 債

臨時税収補てん債

10,259,685

2,890,545 30,582,698

10,208,208 633,800 582,323 130,658

31,457,341 1,627,000 2,501,643 388,902

517,168 36,633

0 39,302 4,764

553,801 2,491,040

2,630,481 66,600 297,655 41,307

61,119 314,795

934,362 11,510,063

10,069 140,671

124,691

2,858,004

371,989 0 57,194 3,925

508,445 118,500 130,602

2,899,306

496,343

本年度借入額

0 41,302 36,297 77,599

（Ａ） （Ｂ）

　０円減少している。

本年度末現債高

（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

本　　年　　度　　償　　還　　額

元金（Ｃ） 利　　　子 計
区　　　　　分

前年度末現債高

0.031

普 通 預 金

　ことなどによるものである。

　　平成２４年度末市債現在高は、３０５億８，２６９万８，０００円で、前年度に比べて８億７，４６４万３，００

（単位：千円）

5,400,000,000

平均利率（年）運　　用　　形　　態 資　　　金　　　額 運用回数 運 用 利 子

第２０款　市　　　　債

大 口 定 期 預 金

合 計

0 0.00 0

168,486

168,486
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107,600

0

消 火 栓
標識広告 0

１５
15

0

テ ニ ス コ ー ト 場 使 用 料

100,350

2

１３８

１，９２８
1,928

107,600

2,580

37,400

9,255,060
1,409

0

電柱広告

東 小 金 井 駅 開 設
記 念 会 館 使 用 料

市 民 会 館 使 用 料

は け の 森 美 術 館 観 覧 料

滄 浪 泉 園 緑 地 使 用 料

市 立 公 園 占 用 料

環境配慮住宅型研修施設使用料

税 務 関 係 証 明 手 数 料

前 原 暫 定 集 会 施 設 使 用 料 ７１９

767,620

329,650

186,780

246,000

３，５６９

自 転 車 駐 車 場 使 用 料

放 置 自 転 車 等 撤 去 手 数 料

戸 籍 手 数 料

住 民 基 本 台 帳 手 数 料

諸 証 明 等 手 数 料

１１９

区　　　　　　　　分

２７１

９７４

６４

１４

件　　　数

６，０４３

１３，２４８

９２７

６８２

0
178,500

　　なお、税外収入減額免除状況は、次のとおりである。

金　　　　　額
減額件数

177,850

12 151,800

3,557

822,500

372

619,900

14 246,000

0

３４

２０

34,650

清 掃 手 数 料

保 育 料

無 線 基
地 局

２

２

399 1,498,990

0
３９９

１，４０９

0

0

0

29,700

0

19,200

278,100

381

251

0

9,255,060

0

1,498,990

0

100,350

138

10,194,416

34 37,400

0

バ ス 停
留 所
標 識

道 路 占 用 料

バ ス 停
留 所
待 合 所

2,5802

34,650

0

10,194,416

0

20 329,960

0 0

0

157,080

0

0

0

3,465,950

119,340338

4,538,800

0

0

64

147,720

329,960

278,100

0

927

20

310

0

4,538,800

0

0
19,200

13,248

941,840

3,465,950

1,102,510

0

974

0

0

178,500119

1,102,510

6,043

免除件数

減　額　金　額

免　除　金　額

（単位：件、円）

２８ 25,950
26 22,800

3,1502
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

諸 支 出 金

予 備 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

　　（５３．２％）、土木費４億９，７４０万７，６４７円（１１．６％）である。

　　　歳出決算額のうち、前年度と比較して減となった主な款の減額分は、総務費５０億３，９６５万３，７１９円

　　２％）減少し、予算現額３７５億２，０８８万３，０００円に対する執行率は、９７．２％（前年度９７．６％）

△ 53.2総 務 費

△ 58,447,893

△ 5,039,653,719

一　　般　　会　　計　　歳　　出　　表

14,685,795,729

議 会 費

　　となっている。

　　　歳出総額は、３６４億８，８１３万８，６３２円で、前年度に比べて５０億６，７３７万１，６８８円（１２．

（３）　歳　出

△ 13.6429,863,858

増　　減　　額

　　　歳出決算総額に占める各款の割合をみると、民生費が４１．０％で前年度より５．７ポイントの増である。

371,415,965

4,427,714,521

14,943,716,768

4,490,070,505

153,163,911

3,806,990,442

186,876,991

167,290,751

9,467,368,240

80,300,675

80,266,290

△ 11,133,161

0

△ 12.2歳　　出　　合　　計 41,555,510,32036,488,138,632 △ 5,067,371,688

0

2.92,890,964,257

44,278,040

2,810,697,967

55,411,201

0

△ 20.1

0.0

民 生 費

衛 生 費

32,201,129

労 働 費

△ 3.8

2.3

1,545,389,490

3,592,156,737 3,511,856,062

△ 8.4

△ 11.6

1,606,666,617 △ 61,277,127

△ 31.1

9.9

1.8

6.6

257,921,039

271,155,833

277,265,661

35,401,005

4,304,398,089 △ 497,407,647

△ 14,126,840

4,212,804,844

3,199,876

△ 84,278,842

（単位：円、％）

　　　　　　　　　区　分

　款　別
平成２４年度 平成２３年度

対　　前　　年　　度　　比　　較

増　減　率

　　　一般会計歳出表、一般会計各款別決算表及び一般会計款別年度間増減表は、次のとおりである。

　　　一方、増となった主な款の増額分は、民生費２億５，７９２万１，０３９円（１．８％）、衛生費２億７，７

　　２６万５，６６１円（６．６％）である。

　　　一方、総務費が１２．１％で前年度より１０．７ポイントの減である。
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

消 防 費

教 育 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

議 会 費

総 務 費

土 木 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

衛 生 費

民 生 費

0.1

6.8

0.1

0.0

100.0

0.4

10.4

3.9

8.4

0.4

10.4

4.3

9.9

7.9

0.5

0.1

1.0

22.8

35.3

10.1

0.7

0.1

1.0

12.1

41.0

12.3

（単位：円、％）

　　　　　　　　　区　分

　款　別
予　算　現　額 決　　算　　額 執　行　率

総額に占める割合

14,943,716,768

4,490,070,505

歳　出　合　計 37,520,883,000 36,488,138,632 97.2

51,523,000 0 0.0 0.0

100.0

45,018,000 44,278,040 98.4

2,891,892,000 2,890,964,257 100.0

3,657,890,000 3,592,156,737 98.2

1,557,883,000 1,545,389,490 99.2

4,026,341,000 3,806,990,442 94.6

169,565,000 153,163,911 90.3

15,346,524,000

35,401,005 97.9

198,741,000 186,876,991 94.0

4,604,890,000

労 働 費

36,173,000

371,415,965

97.5

97.4

4,555,021,000 4,427,714,521 97.2

97.9379,422,000

平成２４年度 平成２３年度

一　　般　　会　　計　　各　　款　　別　　決　　算　　表
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継続費及び繰越
事 業 費 繰 越 額
予 備 費 充 当 額

（Ｃ）

1 議 会 費 383,309,000 △ 3,887,000 0 379,422,000 △ 1.0 371,415,965 0 8,006,035

2 総 務 費 3,947,911,000 606,842,000 268,000 4,555,021,000 15.4 4,427,714,521 0 127,306,479

3 民 生 費 14,887,493,000 459,031,000 0 15,346,524,000 3.1 14,943,716,768 0 402,807,232

4 衛 生 費 4,593,521,000 11,369,000 0 4,604,890,000 0.2 4,490,070,505 0 114,819,495

5 労 働 費 109,513,000 89,228,000 0 198,741,000 81.5 186,876,991 0 11,864,009

6 農 林 水 産 業 費 36,231,000 △ 58,000 0 36,173,000 △ 0.2 35,401,005 0 771,995

7 商 工 費 238,466,000 △ 68,901,000 0 169,565,000 △ 28.9 153,163,911 0 16,401,089

8 土 木 費 4,687,679,000 △ 764,256,000 102,918,000 4,026,341,000 △ 14.1 3,806,990,442 4,416,000 214,934,558

9 消 防 費 1,551,332,000 6,551,000 0 1,557,883,000 0.4 1,545,389,490 0 12,493,510

10 教 育 費 3,478,978,000 178,912,000 0 3,657,890,000 5.1 3,592,156,737 0 65,733,263

11 公 債 費 2,908,001,000 △ 16,109,000 0 2,891,892,000 △ 0.6 2,890,964,257 0 927,743

12 諸 支 出 金 53,319,000 △ 8,301,000 0 45,018,000 △ 15.6 44,278,040 0 739,960

13 予 備 費 69,247,000 △ 17,456,000 △ 268,000 51,523,000 △ 25.6 0 0 51,523,000

36,945,000,000 472,965,000 102,918,000 37,520,883,000 1.6 36,488,138,632 4,416,000 1,028,328,368歳　出　合　計

一　　般　　会　　計　　款　　別　　年　　度　　間　　増　　減　　表

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額

決　算　額 不　用　額当初予算額

（Ａ）

補正予算額

（Ｂ）

（単位：円、％）

計

（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

当初予算
に対する
増 減 率

翌年度繰越額
　　　　　　  　区　分

　款　別

-　17　- 



　次に、歳出決算を普通会計に基づいて性質別にみると、支出効果が当該年度又は極めて短期

間限りで終わる消費的経費は、２５４億４，７９５万４，０００円で、前年度に比べて６，５　　　　

０５万１，０００円（０．３％）増加し、歳出に占める割合は、６９．８％（前年度６１．０

％）である。

　このうち人件費は、６７億９，６７６万８，０００円で前年度に比べて２億３，８８０万７，

０００円（３．４％）の減となったが、歳出総額に占める割合は、１８．６％で前年度に比べ

て１．７ポイント増加している。

　人件費の主なものは職員給が４１億２，３３６万６，０００円で前年度に比べて１億２，２

６９万５，０００円（２．９％）の減、退職手当が７億４，９３９万５，０００円で前年度に

比べて１億３，３５１万７，０００円（１５．１％）の減である。

　生活保護や児童福祉に係わる扶助費は、８１億５，７０９万１，０００円で、前年度に比べ

て１億２，７９４万６，０００円（１．６％）増加し、補助費等（注）は、４１億５，０５３

万７，０００円で、前年度に比べて８，４５２万円（２．１％）増加している。

　支出効果が長期にわたって持続する投資的経費は、３８億５５万９，０００円で前年度に比

べて４７億３７８万３，０００円（５５．３％）減少している。投資的経費が減となった主な

要因は、旧二枚橋衛生組合施設解体等工事が４億７，９２３万１，０００円増となり、また、

小長久保公園用地取得費等が２億２，１８３万５，０００円、（仮称）貫井北町地域センター

建設工事が１億３，７６０万円、けやき保育園及びピノキオ幼児園移転改築等工事が１億３，

６９０万円それぞれ皆増となったが、東小金井駅北口土地区画整理事業関連経費が２億２，１

７８万２，０００円減となり、また、市民交流センター取得関連経費が４１億９，４５６万６，

０００円、庁舎建設予定地取得費年賦分が３億５，６７４万８，０００円、滄浪泉園隣接地用

地取得費が２億２，１７８万２，０００円、それぞれ皆減となったことによるものである。

　消費的経費と投資的経費を除いた経費は、７２億３，８６９万７，０００円で、前年度に比

べて４億２，８５２万５，０００円（５．６％）減少している。減となった主な要因は、繰出

金が前年度に比べて１億７，５９６万７，０００円増となったが、積立金が前年度に比べて６

億８，５１１万８，０００円（５２．３％）の減となったことなどによるものである。

　　（注）補助費等

　　　節の区分として、決算統計上次の内容が含まれる。

　　　報償費（報償金及び賞賜金）、役務費（火災保険及び自動車損害保険等の保険料に

　　限る。)、委託料 （ただし、物件費に計上されるものを除く。）、負担金補助及び交

　　付金（ただし、人件費及び事業費に計上されるものを除く。）、補償補塡及び賠償金

　　（ただし、事業費に計上されるもの及び繰上充用金を除く。）、償還金利子及び割引

　　料（ただし、公債費に計上されるものを除く。）、寄附金、公課費
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対前年度 対前年度 対前年度 対前年度

増 減 率 増 減 率 増 減 率 増 減 率

7,883,797 22.0 7,469,485 20.1 △ 5.3 7,567,443 19.9 1.3 7,035,575 16.9 △ 7.0 6,796,768 18.6 △ 3.4

5,320,640 14.8 5,640,433 15.1 6.0 7,434,766 19.6 31.8 8,029,145 19.3 8.0 8,157,091 22.4 1.6

5,389,934 15.0 5,738,804 15.4 6.5 5,788,148 15.2 0.9 6,066,493 14.6 4.8 6,155,068 16.9 1.5

144,725 0.4 155,654 0.4 7.6 186,207 0.5 19.6 185,673 0.4 △ 0.3 188,490 0.5 1.5

4,236,831 11.8 5,690,899 15.3 34.3 3,967,032 10.4 △ 30.3 4,066,017 9.8 2.5 4,150,537 11.4 2.1

22,975,927 64.1 24,695,275 66.3 7.5 24,943,596 65.6 1.0 25,382,903 61.0 1.8 25,447,954 69.8 0.3

6,007,951 16.8 5,217,028 14.0 △ 13.2 4,835,574 12.7 △ 7.3 8,504,342 20.5 75.9 3,800,559 10.4 △ 55.3

補　　　　助 2,879,623 8.0 667,027 1.8 △ 76.8 860,371 2.3 29.0 3,689,457 8.9 328.8 201,643 0.5 △ 94.5

単　　　　独 2,455,719 6.9 3,894,638 10.5 58.6 3,443,087 9.0 △ 11.6 4,402,953 10.6 27.9 3,171,521 8.7 △ 28.0

そ 　の 　他 672,609 1.9 655,363 1.7 △ 2.6 532,116 1.4 △ 18.8 411,932 1.0 △ 22.6 427,395 1.2 3.8

0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0

0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0

6,007,951 16.8 5,217,028 14.0 △ 13.2 4,835,574 12.7 △ 7.3 8,504,342 20.5 75.9 3,800,559 10.4 △ 55.3

2,682,058 7.5 2,660,137 7.1 △ 0.8 2,752,111 7.2 3.5 2,810,698 6.8 2.1 2,890,964 7.9 2.9

1,027,519 2.9 1,219,724 3.3 18.7 2,045,613 5.4 67.7 1,309,235 3.2 △ 36.0 624,117 1.7 △ 52.3

11,471 0.0 6,371 0.0 △ 44.5 315 0.0 △ 95.1 130 0.0 △ 58.7 490 0.0 276.9

3,143,335 8.8 3,433,036 9.2 9.2 3,445,336 9.1 0.4 3,547,159 8.5 3.0 3,723,126 10.2 5.0

6,864,383 19.1 7,319,268 19.7 6.6 8,243,375 21.7 12.6 7,667,222 18.5 △ 7.0 7,238,697 19.8 △ 5.6

35,848,261 100.0 37,231,571 100.0 3.9 38,022,545 100.0 2.1 41,554,467 100.0 9.3 36,487,210 100.0 △ 12.2

　　 歳出を性質別に区分してみると、次のとおりである。

（資料：決算統計） （単位：千円、％）

平成２４年度

構成比 構成比

平成２３年度平成２２年度

補 助 費 等

消
 
費
 
的
 
経
 
費

構成比決　算　額構成比

平成２１年度

構成比 決　算　額

扶 助 費

物 件 費

維 持 補 修 費

人 件 費

小　　　計

災害復旧事業費

ア　性質別歳出

　　　　　　　区　分

　項　目

平成２０年度

決　算　額 決　算　額決　算　額

合　　　　　計

投資及び出資
金 ・ 貸 付 金

小　　　計

積 立 金

失業対策事業費

上
記
以
外
の
経
費

投
 
資
 
的
 
経
 
費

    ある。

　※　性質別歳出は、普通会計（各地方公共団体間の財政比較が可能となるよう設定された共通の基準による統計上の会計）で算出しているので、一般会計の金額とそごが生じる場合が

　※　普通建設事業費における「その他」とは、道路の受託事業費。

普通建設事業費

繰 出 金

小　　　計

公 債 費
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対前年度 対前年度 対前年度

増 減 率 増 減 率 増 減 率

19.9 1.3 7,035,575 16.9 △ 7.0 6,796,768 18.6 △ 3.4

19.6 31.8 8,029,145 19.3 8.0 8,157,091 22.4 1.6

7.2 3.5 2,810,698 6.8 2.1 2,890,964 7.9 2.9

46.7 12.6 17,875,418 43.0 0.7 17,844,823 48.9 △ 0.2

12.7 △ 7.3 8,504,342 20.5 75.9 3,800,559 10.4 △ 55.3

40.6 △ 5.0 15,174,707 36.5 △ 1.7 14,841,828 40.7 △ 2.2

100.0 2.1 41,554,467 100.0 9.3 36,487,210 100.0 △ 12.2

　

　

　　

　　

決　算　額 決　算　額

5,320,640

 任 経
 意
 的 費

35,848,261

投 資 的 経 費

その他の経費

合　　　　計 3.9

43.6

扶 助 費 5,640,433 15.1

イ　義務的経費と任意的経費

義
務
的
経
費

　　 歳出を義務的経費と任意的経費（非義務的経費）に区分してみると、次のとおりである。

（単位：千円、％）

小　　　計

7,883,797

構成比構成比 決　算　額

公 債 費

15,886,495

平成２１年度

対前年度

増 減 率

　　　　　 区　分

　
　項　目

人 件 費

14.8

△ 5.3

決　算　額

7,469,485

構成比

20.1

構成比

22.0

96.5

20

6.0

37,231,571

7.1

△ 0.7

△ 13.2

42.4

14.0

7.5 △ 0.8

100.0

　経常収支比率は、次式によって求められる。

16.8

38.9 16,244,488

　本年度の経常収支比率は、９９．０％で前年度との比較では、２．０ポイントの

経常的経費に充当された一般財源の額

2,682,058

6,007,951

13,953,815

44.3

2,660,137

15,770,055

(100.8)

93.4

平成２０年度

　経常収支比率は、通常、財政構造の硬直度なり弾力性を示すものとされる指標で、

この比率が高いほど経常余剰財源が少なく、財政の硬直化が進んでいるといえる。

　一般的には７０％～８０％程度におさまることが妥当と考えられ、８０％を超え

100.0

5,217,028

経常一般財源の額
 ×　１００

る場合には、その財政構造は弾力性を失いつつあると考えられている。

増となっている。

構成比

平成２４年度平成２２年度 平成２３年度

(102.1)

決　算　額

7,567,443

7,434,766

2,752,111

17,754,320

4,835,574

15,432,651

38,022,545

16.4

年　　度

経常収支比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

21 22 23 24

(99.5) (104.1) (101.3)

　※（　）内は減収補てん債（特例分）、臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた率

　義務的経費は、１７８億４，４８２万３，０００円で、前年度に比べて３，０５

９万５，０００円(０．２％ ）減少している。

　歳出総額に占める割合は、４８．９％で、前年度に比べて５．９ポイント上回っ

ている。

　次に、財政構造の弾力性を示す経常収支比率をみると、次のとおりである。

96.7 97.0 99.0
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流　用　額 流　用　額

1 840,000 1,271,000

2 5,247,000 11,823,000

3 10,912,000 22,446,000

4 8,131,000 10,228,000

5 40,000 728,000

6 0 92,000

7 0 129,000

8 22,863,000 5,701,000

9 2,645,000 1,537,000

10 9,720,000 7,305,000

11 0 0

12 0 0

60,398,000 61,260,000

平　成　２３　年　度

議 会 費

衛 生 費

労 働 費

　　　　　　　　　　区　　分
　款　　別

平　成　２４　年　度

件　　数 件　　数

9

　　　合　　　　　計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

諸 支 出 金

ウ　予算の流用

　　本年度決算における流用は、２５８件６，０３９万円で、前年度に比べて１８件増加し、金額で

　は８６万２，０００円の減となっている。

　　その内訳は、次のとおりである。

教 育 費

公 債 費

総 務 費

民 生 費 61

43

4

0

0

（単位：件、円）

5

58

0

0

13

65

46

28

4

52

0

240258

1

3

21

12

47

0

26
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2 総 務 費 4 選 挙 費 1 選挙管理委員会費 2 選挙管理委員会に要する経費 172,000
事務補助員賃金（小金井市職員給与に関する条
例改正に対する直接請求に伴う事務）

2 総 務 費 4 選 挙 費 1 選挙管理委員会費 2 選挙管理委員会に要する経費 96,000
電子複写機使用料（小金井市職員給与に関する
条例改正に対する直接請求に伴う事務）

エ　予備費の充当

　　 本年度決算における予備費の充当は、２件２６万８，０００円で、前年度に比べて１０件、１，６９３万３，０００円の減となっている。

事　　　業

　 　主なものは、次のとおりである。

(単位：円）

予　　　　算　　　　科　　　　目
充　当　額 主　　　な　　　理　　　由

款 項 目
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1 議 会 費 1 議 会 費 1 議 会 費 5
議会基本条例制定に要する
経費

1,105,273 19.4
年度中に議会基本条例を制定できず、市民説明会の開催や、議会報
（臨時号）の作成を行わなかったため。

6 法務事務に要する経費 1,477,009 82.9
弁護士謝礼について訴訟案件が１件であり、また、報酬額について
も予算額の半分程度であったため。

14
安全・安心まちづくり対策
に要する経費

1,074,768 77.5
防犯設備整備事業補助金について、地域団体の防犯カメラ設置費用
の見積を基に予算要求をしたが、地域団体が事業を精査した結果、
設置費用が下がったため。

7 財 産 管 理 費 2 車両管理に要する経費 2,002,709 89.9
自動車賃借料が深夜議会の減少により見込みより少なかったため。
また、庁用車の賠償を要する重大交通事故件数の減少により、自動
車等交通事故賠償金の支出が少なかったため。

3 市議会議員選挙費 1
市議会議員選挙に要する経
費

15,777,394 75.7
選挙事務従事者謝礼において、開票作業が早く終了したことにより
見込みより少なかったため。また、選挙案内状作成委託料におい
て、競争入札の結果見込みより低額で契約したため。

5 都 知 事 選 挙 費 1 都知事選挙に要する経費 4,867,440 87.7
時間外勤務手当が、当初の見込みよりも少なかったため。また、衆
議院議員選挙と同時選挙となったため、選挙事務従事者謝礼及び選
挙事務従事補助者謝礼が見込みよりも少なかったため。

7 衆議院議員選挙費 1
衆議院議員選挙に要する経
費

24,291,499 44.7
時間外勤務手当が、当初の見込みよりも少なかったため。また、都
知事選挙と同時選挙となったため、選挙事務従事者謝礼及び選挙事
務従事補助者謝礼が見込みよりも少なかったため。

16
福祉サービス総合支援事業
に要する経費

1,104,223 88.8 委託料のうち、人件費と事務費に不用額が生じたため。

22
身体障害者更生医療給付に
要する経費

11,137,385 85.1
新規申請者が多く増額補正したが、医療費の請求が見込みより少な
かったため。

1
心身障害者（児）介護人事
業に要する経費

2,305,886 69.9 予定していた利用回数の減少及び利用者数の減少等があったため。

5
身体障害者（児）補装具給
付に要する経費

12,915,766 53.2 高額給付の申請数が少なかったため。

22
地域生活支援事業に要する
経費

17,335,358 86.4
障害者地域自立生活支援センター・地域活動支援センターの決算に
より、委託料の返還金が発生したため。また、日常生活用具給付に
おいて、見込みより申請数が少なかったため。

執行率

予　　　　算　　　　科　　　　目

民 生 費

主　　　な　　　理　　　由

目

オ　不　用　額

本年度中に生じた不用額は、１０億２，８３２万８，３６８円で、前年度に比べて１億１，１８０万３，１８８円の増で、歳出予算額に占める割合は

事　　　業

２．７％となっている。主なものは、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　（注）不用額１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満のもの、　同一事業で各課にわたるものは、各課単位で不用額を計上した。

不　用　額

款 項

4

障 害 者 福 祉 費2

社 会 福 祉 費1

1 社会福祉総務費

3

一 般 管 理 費1

総 務 管 理 費1

総 務 費2

選 挙 費
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18
高齢者見守り支援事業に要
する経費

8,914,366 72.0
ひとりぐらし高齢者入浴券給付・理容券給付の辞退や廃止が見込み
より多かったため。また、ひと声訪問の登録世帯が減少したため。

36
地域密着型サービス拠点等
施設整備に要する経費

3,277,000 63.3 交付申請と同額で交付決定したが、実績額が下回ったため。

20 保育計画策定に要する経費 3,036,000 0.0
平成２４年３月に閣議決定された子ども子育て新システムに関する
基本制度に従って、平成２５年度にニーズ調査を行い、保育の実施
に係る事業計画を策定しなければならなくなったため。

22
障害児通所給付に要する経
費

29,246,654 58.6
東京都からの移管により新設したが、給付費が見込みより少なかっ
たため。

2 児 童 措 置 費 3
保育室・家庭福祉員運営事
業に要する経費

3,060,200 88.3 対象児童数が見込みより少なかったため。

7 母 子 福 祉 費 3
ひとり親家庭等医療費助成
事業に要する経費

3,438,957 87.0 医療費が見込みより少なかったため。

4 衛 生 費 2 清 掃 費 2 塵 芥 処 理 費 4 ごみ減量啓発に要する経費 8,542,027 75.3
生ごみ減量化処理機器購入費補助金の申請件数が見込みより少な
かったため。

5 労 働 費 1 労 働 諸 費 1 労 働 諸 費 3
緊急雇用創出事業に要する
経費

1,739,836 84.5
路上喫煙者指導及びごみ減量啓発補助員賃金において労働日数、労
働時間が見込みを下回ったため。

1 商工振興に要する経費 10,217,197 86.3
新・元気を出せ！商店街事業補助金のイベント１８事業のうち１事業が中
止となったため。また、農工大多摩小金井ベンチャーポート入居者賃料補
助金の補助入居室数が見込みより少なかったため。

2
小口事業資金融資に要する
経費

4,716,543 74.0
小口事業資金融資制度保証料、利子補給金が見込みより少なかった
ため。

2
都道１３４号線整備に要す
る経費

7,947,930 64.6
事業認定資料作成等委託料及び環境影響評価等調査委託料につい
て、競争入札の結果見込みより低額で契約したため。また、物件調
査委託料について、調査が見込みより少なかったため。

2
都道１３４号線整備に要す
る経費

31,000,195 52.6
都道１３４号線電線共同溝設置工事及び都道１３４号線街路築造工
事において、用地買収が進まず施行箇所が変更となったため。

9
木造住宅耐震助成に要する
経費

8,167,080 55.0
耐震診断助成及び耐震改修助成の申請件数が見込みより少なかった
ため。

11
特定緊急輸送道路沿道建築
物耐震化助成に要する経費

3,650,520 87.6 耐震診断助成の申請が少なかったため。

社 会 福 祉 費 4 高 齢 者 福 祉 費

児童福祉総務費

2 商 工 振 興 費7

土 木 費

1

児 童 福 祉 費

1 都市計画総務費

主　　　な　　　理　　　由

（単位：円、％）

執行率不　用　額

予　　　　算　　　　科　　　　目

目

商 工 費 商 工 費1

款

民 生 費

項

2

3

1

事　　業

8

道路新設改良費
道 路 橋
り ょ う 費

32

4 都 市 計 画 費
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款

3 街 路 事 業 費 1
都市計画道路３・４・１２
号線整備に要する経費

12,502,544 88.3
都市計画道路３・４・１２号線引込管路等整備委託料において、東
京電力及びＮＴＴと調整を行い、道路復旧を同時に行ったため。

4 公 共 下 水 道 費 1 下水道事業特別会計繰出金 48,794,000 88.1 下水道事業特別会計と繰出金の額を調整し決定したため。

9 消 防 費 1 消 防 費 2 非 常 備 消 防 費 1
消防施設維持管理に要する
経費

9,995,232 59.3
消火栓新設及び維持負担金について、東京都水道局から提示された
年間計画等を基に予算要求したが、実際の工事が計画通り行われな
かったため。

3 中 学 校 費 1 学 校 管 理 費 3 特別支援学級に要する経費 1,963,600 69.3
学校管理備品において小金井第一中学校及び緑中学校の学級増設の
ため増額補正したが、予定していた額より低額で契約したため。

1 社会教育総務費 9
放課後子どもプラン事業に
要する経費

1,896,456 82.6
学校行事や天候等の事情により当初予定していた回数を実施できな
かったため。

4 文 化 財 保 護 費 5
名勝小金井（サクラ）復活プ
ロジェクトに要する経費

1,624,925 35.5 契約差金及びヤマザクラ管理委託料を未執行としたため。

教 育 費10

社 会 教 育 費4

都 市 計 画 費4

不　用　額 執行率 主　　　な　　　理　　　由

項 目 事　　業

（単位：円、％）

土 木 費8

予　　　　算　　　　科　　　　目
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（単位：円）

1 1

2 3

6.8

5.9

―

6.8

5.3

―

　　本年度決算額は、２８億９，０９６万４，２５７円で、前年度に比べて８，０２６万６，２９０

　　支出内訳は、市債償還元金２５億１６４万３，０２７円、市債償還利子３億８，８９０万２，４

9,381,170,233

99.5

　０１円、一時借入金利子等４１万８，８２９円である。

キ　繰越明許費

目

8 土 木 費

9,875,676,872
歳

出

予 算 現 額 638,235,000

決 算 額 494,506,639

執 行 率 98.1

10,064,772,000 9,426,537,000

―

道 路
橋 り ょ う 費

　　　　   区　分
　項　目

増 減 額

（単位：円、％）

　　　　　歳　　出　９，８７５，６７６，８７２　円

道 路 新 設
改 良 費

平成２４年度

本年度実質収支額は、２，１７７万３，４８６円の歳入不足（前年度実質収支額は、

　　　　　歳　　入　９，８５３，９０３，３８６　円　　

予算現額に
対する比率 ―

10,064,772,000

9,853,903,386

97.9

増　減　率

9,426,537,000

9,302,362,725

98.7

平成２３年度

歳

入

予 算 現 額 638,235,000

決 算 額

　　となっている。

　　　　　差引残額　　　△２１，７７３，４８６　円

　　７，８８０万７，５０８円の歳入不足）で、２年連続の歳入不足となっている。

　　　なお、地方自治法第２３３条の２の規定による基金繰入金はない。

　　　本年度と前年度との予算に対する執行状況を比べると、次のとおりである。

551,540,661

　円（２．９％）の増となっている。歳出総額に占める割合は、７．９％で前年度に比べて１．１ポ

　イントの増となっている。

　　　平成２４年度国民健康保険特別会計の決算額は、　

事　　　業　　　名

橋りょう点検委託料

主要地方道１５号線用地取
得に伴う物件補償費

土 木 総 務 費

　　地方自治法第２１３条に基づく繰越明許費４４１万６，０００円である。

　　その内容は次のとおりである。

土 木 管 理 費

カ　公　債　費

３　国民健康保険特別会計

（１）　総　　括

翌年度
繰越額

款 項

未収入特定財源1,289,000

　　　　　 1,418,000
未収入特定財源2,998,000

　　　　　 2,998,000
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1 15.6

2 216.2

3 △ 5.9

4 9.3

5 20.1

6 19.9

7 4.0

8 △ 99.8

9 4.1

10 皆減

11 12.1

12 皆減

5.9

73.2 24.2

72.4 23.8

71.2 22.6

71.6 21.9

73.4 23.9

※　収入率については、収入済額から還付未済額を差し引いた純収入額を調定額で除して算出している。

（２） 歳　入

本年度予算現額１００億６，４７７万２，０００円に対する決算額は、９８億５，３９０万

　 　歳入の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　　区　　分
　款　　別

平成２４年度 平成２３年度 増 減 額 増減率

　 ３，３８６円で、予算現額に対する比率は、９７．９％（前年度９８．７％）である。

2,352,773,448 2,035,987,010 316,786,438

23,400 7,400 16,000

国 民 健 康 保 険 税

1,987,181,842 2,111,771,823 △ 124,589,981

558,708,000 511,231,000 47,477,000

財 産 収 入

1,897,929,847 1,579,939,048 317,990,799

586,381,540 489,058,051 97,323,489

1,047,244,000 1,006,808,780 40,435,220

51 24,830 △ 24,779

1,402,266,699 1,346,604,136 55,662,563

0 7,850,067 △ 7,850,067

21,394,559 19,080,580 2,313,979

歳 入 合 計 9,853,903,386 9,302,362,725 551,540,661

0 194,000,000 △ 194,000,000

　　収入の主なものは、次のとおりである。

 ア  国民健康保険税

本年度決算額は、２３億５，２７７万３，４４８円で、前年度に比べて３億１，６７８万

６，４３８ 円（１５．６％）増加し、歳入総額に占める割合は、２３．９％（前年度２１．９％）

　　最近５年間の国民健康保険税収入状況は、次のとおりである。

　である。

調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収入率
歳入総額に
占める割合

２０ 2,891,516,397 2,118,944,941 78,499,085 696,341,871

２１ 2,891,912,771 2,095,941,661 64,719,406 732,813,104

2,803,991,104 1,999,602,417 66,147,004 740,175,183

２３ 2,840,398,583 2,035,987,010 72,285,234 734,215,039

２４ 3,201,100,439 2,352,773,448 66,737,230 784,813,961

（単位：円、％）

　 区分

年度

２２

諸 収 入

市 債

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

療養給付費等交付金

前 期 高 齢 者 交 付 金

都 支 出 金

共 同 事 業 交 付 金

繰 入 金

繰 越 金
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件数 金　　額 件数 金　　額 件数 金　　額 件数 金　　額 対予算 対調定 対件数 件数 金　　額 件数 金　　額 件数 金　　額

現年度分 2,283,025,000 135,742 2,459,441,200 117,987 2,225,619,023 473 3,099,200 117,514 2,222,519,823 97.35 90.37 86.57 52 323,400 18,176 236,597,977 55 378,400

過年度分 26,892,000 1,047 22,568,700 814 14,460,100 0 0 814 14,460,100 53.77 64.07 77.75 7 87,600 226 8,021,000 8 235,900

小　計 2,309,917,000 136,789 2,482,009,900 118,801 2,240,079,123 473 3,099,200 118,328 2,236,979,923 96.84 90.13 86.50 59 411,000 18,402 244,618,977 63 614,300

131,416,000 61,993 719,090,539 8,867 112,694,325 31 125,000 8,836 112,569,325 85.66 15.65 14.25 6,790 66,326,230 46,367 540,194,984 3,821 42,375,452

2,441,333,000 198,782 3,201,100,439 127,668 2,352,773,448 504 3,224,200 127,164 2,349,549,248 96.24 73.40 63.97 6,849 66,737,230 64,769 784,813,961 3,884 42,989,752

　税　目 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　額

0 0 7 22,400 19 339,800 2,360 22,471,830

　　　国民健康保険税を現年課税分と滞納繰越分に区分してその収入率をみると、次のとおりである。

（単位：％）

　　　　　　　年　　度
　項　　目

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

現 年 課 税 分 ８９．８ ８９．２ ８９．４ ９０．３ ９０．１

滞 納 繰 越 分 １８．３ １８．１ １８．０ １７．５ １５．７

合　　　　　　計 ７３．２ ７２．４ ７１．２ ７１．６ ７３．４

国  民  健  康  保  険  税  調  定  額  及  び  収  入  実  績  表

（単位：件、円）

合　　　　　　　　　　　　計

所在不明（第１項第３号）
（地方税法第１５条の７第５項） （地方税法第１８条）

件　　数 金　　額 件　　数 金　　額

（単位：件、円）

予　算　現　額
調　　定　　額 収　　入　　額

及び金額 財産なし（第１項第１号）

　　　区分

 項目

種　別 執　行　停　止　（地方税法第１５条の７第４項） 即時消滅（単身死亡等） 時　　　　　　　　　　効
　  件数

生活困窮（第１項第２号）

43,903,200 6,853 66,737,230

還　付　未　済　額 純　　収　　入　　額 収　入　率（％） 不　納　欠　損　額 収　入　未　済　額

国  民  健  康  保  険  税  不  納  欠  損  理  由  別  調  書

国 民 健 康 保 険 税

執　行　停　止　額

現

年

課

税

分

滞納繰越分

合　　計

4,467
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　（３５３件）減少している。

調定額は、３２億１１０万４３９円で、前年度に比べて３億６，０７０万１，８５６円

の増となっている。収入額は、２３億５，２７７万３，４４８円で前年度に比べて３億

１，６７８万６，４３８円（１５．６％）増加している。収入率は、７３．４％である。

また、収入未済額は、７億８，４８１万３，９６１円（６４，７６９件）で前年度に比

べて５，０５９万８，９２２円（１，２３８件）増加している。このうち、執行停止のもの

は、４，２９８万９，７５２円（３，８８４件）で前年度に比べて５０万３，６５２円

不納欠損額は、６，６７３万７，２３０円（６，８４９件）で、前年度に比べて５５４万

　８，００４円（１，０４３件）減少している。

イ　国庫支出金

本年度決算額は、１９億８，７１８万１，８４２円で、前年度に比べて１億２，４５８万

　９，９８１円（５．９％）の減となっている。

ウ　療養給付費等交付金

本年度決算額は、５億５，８７０万８，０００円で、前年度に比べて４，７４７万

　７，０００円（９．３％）の増となっている。

　

エ　前期高齢者交付金

本年度決算額は、１８億９，７９２万９，８４７円である。前期高齢者の加入割合が高い保

険者に負担調整を目的として交付されているもので、前年度に比べ３億１，７９９万

　７９９円（２０．１％）の増となっている。

オ　都支出金

本年度決算額は、５億８，６３８万１，５４０円で、前年度に比べて９，７３２万

　３，４８９円（１９．９％）の増となっている。

カ　共同事業交付金

本年度決算額は、１０億４，７２４万４，０００円で、前年度に比べて４，０４３万

  ５，２２０円（４．０％）の増となっている。

キ　繰　入　金

一般会計からの繰入金は、１４億２２６万６，６９９円で、前年度に比べて５，５６６万

　２，５６３円（４．１％）の増となっている。

ク　繰　越　金

本年度決算額は、０円で、前年度に比べて７８５万６７円の皆減となっている。

コ　市　　　債

本年度決算額は、０円で、前年度に比べて１億９，４００万円の皆減となっている。

ケ　諸　収　入

本年度決算額は、２，１３９万４，５５９円で、前年度に比べて２３１万３，９７９円

　（１２．１％）の増となっている。
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

構成比 構成比 増減率

1 88.7 89.3 1.3

2 10.1 9.6 7.7

3 0.0 0.0 皆減

4 1.0 0.9 9.3

5 0.1 0.1 △ 1.7

6 0.1 0.1 10.0

100.0 100.0 2.0

（３）　歳　出

本 年度 予算 現額 １０ ０億 ６， ４７ ７万 ２， ００ ０円 に対 する 決算 額は 、９ ８億

　　７，５６７万６，８７２円で、執行率は、９８．１％（前年度９９．５％）となっている。

　　　歳出の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　　　　区　分
　款　別

平成２４年度 平成２３年度 増　減　額 増　減　率

総 務 費 152,328,259 165,530,122 △ 13,201,863 △ 8.0

保 険 給 付 費 6,415,686,125 6,288,978,110 126,708,015 2.0

後期高齢者支援金等 1,407,926,116 1,246,624,900 161,301,216 12.9

前期高齢者納付金等 1,513,411 3,690,999 △ 2,177,588 △ 59.0

老 人 保 健 拠 出 金 62,553 73,815 △ 11,262 △ 15.3

介 護 納 付 金 587,107,351 536,055,970 51,051,381 9.5

共 同 事 業 拠 出 金 965,013,971 933,689,920 31,324,051 3.4

保 健 事 業 費 98,225,019 96,845,332 1,379,687 1.4

基 金 積 立 金 51 24,830 △ 24,779 △ 99.8

公 債 費 0 0 0 0.0

諸 支 出 金 169,006,508 109,656,235 59,350,273 54.1

予 備 費 0 0 0 0.0

歳　　出　　合　　計 9,875,676,872 9,381,170,233 494,506,639 5.3

　

　ア　総　務　費

本年度決算額は、１億５，２３２万８，２５９円で、前年度に比べて１，３２０万

　　１，８６３円（８．０％）の減となっている。

　イ　保険給付費

本年度決算額は、６４億１，５６８万６，１２５円で、前年度に比べて１億２，６７０万

　　８，０１５円（２．０％）の増となっている。

　　　保険給付費事項別年度比較は、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　 区　分
　項　別

平成２４年度 平成２３年度 差　引　増　減

決　算　額 決　算　額 増　減　額

59,692,485 5,552,805

5,688,371,802 5,614,433,600 73,938,202

647,940,361 601,339,389 46,600,972

6,288,978,110 126,708,015

5,850,000 5,950,000 △ 100,000

8,278,672 7,527,776 750,896

出 産 育 児 諸 費

葬 祭 費

結核・精神医療
給 付 費

合　　　　　計 6,415,686,125

0

65,245,290

繰 上 充 用 金 78,807,508 0 78,807,508 皆増

移 送 費 34,860 △ 34,860

療 養 諸 費

高 額 療 養 費
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款 項 目

88.6

　　 82.7

　

　

76.5

　　 79.2

　　 72.9

　　 56.6

　ウ　後期高齢者支援金等

本年度決算額は、１４億７９２万６，１１６円で、前年度に比べて１億６，１３０万１，２１６円

　　（１２．９％）の増となっている。

　エ　介護納付金

事　　　　　業

本年度決算額は、５億８，７１０万７，３５１円で、前年度に比べて５，１０５万１，３８１円

　オ　共同事業拠出金

本年度決算額は、９億６，５０１万３，９７１円で、前年度に比べて３，１３２万４，０５１円

　　（９．５％）の増となっている。

不　用　額

（単位：円、％）

本年度の予算流用は、１１件２，０５６万２，０００円で、前年度に比べて３件増で２，５７７万

　　２，０００円の減となっている。また、予備費の充当はない。

　　　また、不用額１億８，９０９万５，１２８円のうち、１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満の

　　ものは、次のとおりである。

　.

予　　算　　科　　目
主　　　な　　　理　　　由

2,267,921

1　総務費

執行率

２　徴税費

　　（３．４％）の増となっている。

83,850,055１　療養給付費に要する経費

２　保険給付費

１　療養諸費　

23,582,981
１　特定健康診査等に要する
 　 経費

特定保健指導実施者数が見込みよ
り少なかったため。

1　特定健康診査等事業費

1　特定健康診査等事業費

１　徴税費

16,056,365

２　退職被保険者等高額療養費

１　高額療養費に要する経費
退職被保険者の高額療養費が見込
みより少なかったため。

コンビニ対応用納付書の印刷製本
費の契約差金、督促・催告の郵便
料の送付対象者が見込みより少な
かったため。

８　保健事業費

２　退職被保険者等療養給付費

退職被保険者の療養給付費が見込
みより少なかったため。

２　保険給付費

２　高額療養費　

１　国民健康保険税の賦課徴
  収に要する経費

８　保健事業費

２　保健事業費

1　保健衛生普及費

1　一般被保険者保険税還付金

１保険税等の還付に要する経
費

5,811,400
一般被保険者の保険税還付金が見
込みより少なかったため。

１　保健事業（健康診査）利
 　 用補助に要する経費

3,122,000
人間ドック・脳ドック利用者数が
見込みより少なかったため。

11　諸支出金

1　償還金及び還付金
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４　下水道事業特別会計

（１）　総　　括

　　　平成２４年度下水道事業特別会計の決算額は、

歳　　入　　１，３６０，３３１，６８７　円

歳　　出　　１，３４７，７２２，３０４　円

差引残額　　　　　１２，６０９，３８３　円

　　となっている。

本年度実質収支額は、１，２６０万９，３８３円（前年度は６２１万２，４２６円）となって

　　いる。

　　  本年度と前年度との予算に対する執行状況を比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　    　区　分
　項　目

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

　　　なお、地方自治法第２３３条の２の規定による基金繰入金はない。

歳

入

予算現額 1,415,804,000 1,527,427,000 △ 111,623,000 △ 7.3

決 算 額 1,360,331,687 1,455,644,792 △ 95,313,105 △ 6.5

予算現額に
対する比率

96.1 95.3 ― ―

歳

出

予算現額 1,415,804,000 1,527,427,000 △ 111,623,000 △ 7.3

決 算 額 1,347,722,304 1,449,432,366 △ 101,710,062 △ 7.0

執 行 率 95.2 94.9 ― ―

（２）　歳　　入

本年度予算現額１４億１，５８０万４，０００円に対する決算額は、１３億６，０３３万

　 １，６８７円で、予算現額に対する比率は、９６．１％（前年度９５．３％）である。

　 　歳入の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

1 0 0 0 0.0分担金及び負担金

2 993,940,235 999,177,518 △ 5,237,283 △ 0.5使用料及び手数料

3 94,000 9,257,000 △ 9,163,000 △ 99.0国 庫 支 出 金

4 57,000 1,033,000 △ 976,000 △ 94.5都 支 出 金

5 0 0 0 0.0寄 附 金

6 359,935,000 431,908,000 △ 71,973,000 △ 16.7繰 入 金

7 6,212,426 14,070,132 △ 7,857,706 △ 55.8繰 越 金

8 93,026 199,142 △ 106,116 △ 53.3諸 収 入

9 0 0 0 0.0市 債

歳　 入 　合　 計 1,360,331,687 1,455,644,792 △ 95,313,105 △ 6.5
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　 ア　分担金及び負担金

　　　 本年度決算額は、０円で、前年度と同じである。

　イ　使用料及び手数料

本年度決算額は、９億９，３９４万２３５円で、前年度に比べて５２３万７，２８３円（０．５％）

　　の減となっている。

このうち下水道使用料は、９億９，３５５万７，２３５円で前年度に比べて５２６万

７，２８３円（０．５％）の減、総務手数料は、３８万３，０００円で、前年度に比べて３万円

　　　不納欠損は、３６３件　３０万７，６４４円である。

　ウ　国庫支出金

　　　本年度決算額は、９万４，０００円で、前年度に比べて９１６万３，０００円（９９．０％）の減とな

　  の増となっている。

　　っている。

　エ　都支出金

　　　本年度決算額は、５万７，０００円で、前年度に比べて９７万６，０００円（９４．５％）の減となっ

　オ　繰　入　金

一般会計からの繰入金は、３億５，９９３万５，０００円で、前年度に比べて７，１９７万

　　ている。

　　３，０００円（１６．７％）の減となっている。

　　　繰入金等の推移は、次のとおりである。

（単位：円、％）

　     区分
年度

繰 入 金 下 水 道 使 用 料 下 水 道 普 及 率

金　　　額 指　　　数 金　　　額 指　　　数 面　　　積 水　洗　化

２０ 612,714,000 １００ 1,036,983,946 １００ １００

２１ 555,442,000 ９１ 1,022,585,709 ９９ １００

437,531,000 ７１ 1,029,906,221 ９９ １００

９９．９

９９．９

１００

９９．９

２３ 431,908,000 ７０ 998,824,518 ９６ １００ ９９．９

２２

９９．９

　カ　繰　越　金

本年度決算額は、６２１万２，４２６円、前年度に比べて７８５万７，７０６円（５５．８％）

　　の減となっている。

　キ　諸　収　入

２４ 359,935,000 ５９ 993,557,235 ９６

本年度決算額は、９万３，０２６円で、前年度に比べて１０万６，１１６円（５３．３％）

　　の減となっている。

　ク　市　債

（注）繰入金と下水道使用料は２０年度を指数１００とした。

本年度決算額は、０円で、前年度と同じである。
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款 項 目

7.0

本　年　度

借　入　額

0

（単位：円）

前 年 度 末

本年度の市債借入及び償還状況は、次のとおりである。

本　　年　　度　　償　　還　　額 本 年 度 末

現 債 高 元　　金 利　　子 計 現 債 高

2,016,016,826 123,841,272 54,017,105 177,858,377 1,892,175,554

（３）　歳　　出

本年度予算現額１４億１，５８０万４，０００円に対する決算額は、１３億４，７７２万２，３０４

　 円で、執行率は、９５．２％（前年度９４．９％）となっている。

　 　歳出の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 増　減　額 増　減　率

1 下 水 道 費 1,169,863,927 1,246,339,968 △ 76,476,041 △ 6.1

公 債 費

3 予 備 費

203,092,398 △ 25,234,021

0.0

2,792,700

歳　出　合　計 1,347,722,304 1,449,432,366 △ 101,710,062 △ 7.0

（単位：円、％）

１　下水道総務費

主　　　な　　　理　　　由

印刷製本費の印刷物がなかった。ま
た、雨水浸透施設等設置助成金の申
請が見込みより少なかったため。

1　下水道費

なお、公債費の本年度支出額は１億７，７８５万８，３７７円で、内訳は市債償還元金１億

　　２，３８４万１，２７２円、市債償還利子５，４０１万７，１０５円である。

　　 歳出総額に占める割合は、

　　　　本年度　１３．２％　前年度　１４．０％　前々年度　１６．９％となっている。

　　    本年度の予算流用は、５件２９万１，０００円で、前年度に比べて２件７２万１，０００円の減とな

執行率
事　　　　　業

予　　算　　科　　目
不　用　額

△ 12.4177,858,377

不用額６，８０８万１，６９６円のうち、１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満のものは、

　    次のとおりである。

2

　　  っている。また、予備費の充当はない。

0 0

５　雨水浸透施設等設置助成
 　 事業に要する経費

0

１　下水道管理費
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（１）　総　　括

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

　　　平成２４年度介護保険特別会計の決算額は、

　　　　歳　　入　　６，３９７，６６８，３８１　円　　

　　　　歳　　出　　６，３１４，７５５，８９６　円

　　　　差引残額　　　　　８２，９１２，４８５　円

歳

出

449,517,156

　　　となっている。

本年度実質収支額は、８，２９１万２，４８５円（前年度は４，７６１万５，７１０円）

　　　  なお、地方自治法第２３３条の２の規定による基金繰入金はない。

　　　　本年度と前年度との予算に対する執行状況を比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　区　分
　項　目

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

―

歳

入

予 算 現 額 6,497,837,000 6,019,778,000 478,059,000 7.9

決 算 額 6,397,668,381 5,948,151,225

決 算 額 6,314,755,896 5,900,535,515 414,220,381 7.0

7.6

予 算 現 額 に
対 す る 比 率 98.5 98.8 ―

執 行 率 97.2 98.0 ― ―

予 算 現 額 6,497,837,000 6,019,778,000 478,059,000 7.9

6

7

（単位：円、％）

本年度予算現額６４億９，７８３万７，０００円に対する決算額は、６３億９，７６６万

　 ８，３８１円で、予算現額に対する比率は、９８．５％（前年度９８．８％）となっている。

　　　歳入の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（２）　歳　　入

　　　　　　区　分
　款　別

1

2

3

4

5

保 険 料

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

支払基金交付金

8

9

10

歳　入　合　計

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度

0 0

1,719,886,000 1,657,652,376

増　減　額 増　減　率

1,354,024,600 983,312,000 370,712,600 37.7

0 0.0

1,318,534,461 1,247,142,700 71,391,761 5.7

62,233,624 3.8

971,293,967 855,639,350 115,654,617 13.5

△ 93,931 △ 62.1

0 0 0 0.0

6,397,668,381 5,948,151,225 449,517,156 7.6

983,242,320 1,125,188,270 △ 141,945,950 △ 12.6

47,615,710 78,048,383

５　介護保険特別会計

　　　となっている。

3,014,063 1,016,955 1,997,108 196.4

△ 30,432,673 △ 39.0

57,260 151,191
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　ア  総　務　費

0

414,220,381

△ 3.3

7.5

0.0

△ 1.1

10,663.8

0.0

△ 43.5

7.0

0.0

78,837,159

0

5,900,535,515

△ 34,296,549

△ 7,879,080

405,791,633

0

△ 1,711,292

52,315,669

0

236,206,046

5,429,916,519

0

155,085,200

490,591

0

8

歳　出　合　計

52,806,260

0

44,540,610諸 支 出 金

予 備 費

228,326,966

5,835,708,152

0

153,373,908

1

2

3

4

総 務 費

保 険 給 付 費

本年度決算額は、３０１万４，０６３円で、前年度に比べて１９９万７，１０８円（１９６．４％）

本年度予算現額６４億９，７８３万７，０００円に対する決算額は、６３億１，４７５万

　キ　繰　越　金

　ク　諸　収　入

平成２３年度 増　減　額 増　減　率

（単位：円、％）

歳 出 の 款 別 決 算 額 を 前 年 度 と 比 べ る と 、 次 の と お り で あ る 。

本年度決算額は、５万７，２６０円で、前年度に比べて９万３，９３１円（６２．１％）

　カ　繰　入　金

　エ　都支出金

　　５，９５０円（１２．６％）の減となっている。

本年度決算額は、４，７６１万５，７１０円で、前年度に比べて３，０４３万２，６７３円

　ア　保　険　料

　イ　国庫支出金

本年度決算額は、１３億５，４０２万４，６００円で、前年度に比べて３億７，０７１万２，６００円

　　（３７．７％）の増となっている。

本年度決算額は、１３億１，８５３万４，４６１円で、前年度に比べて７，１３９万１，７６１円

6,314,755,896

本年度決算額は、１７億１，９８８万６，０００円で、前年度に比べて６，２２３万３，６２４円

本年度決算額は、９億７，１２９万３，９６７円で、前年度に比べて１億１，５６５万４，６１７円

　　の増となっている。

（３）　歳　　出

　　　　　　　　区　分
　款　別

平成２４年度

　　（５．７％）の増となっている。

　　（３．８％）の増となっている。

　　（１３．５％）の増となっている。

　  の減となっている。

　　（３９．０％）の減となっている。

５ ， ８ ９ ６ 円 で 、 執 行 率 は 、 ９ ７ ． ２ ％ （ 前 年 度 ９ ８ ． ０ ％ ） と な っ て い る 。

　ウ　支払基金交付金

一般会計からの繰入金は、９億８，３２４万２，３２０円で、前年度に比べて１億４，１９４万

　オ　財産収入

　　（３．３％）の減となっている。

本年度決算額は、２億２，８３２万６，９６６円で、前年度に比べて７８７万９，０８０円

財政安定化基金拠出金

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

5

6

0

7
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款 項 目

82.9

88.7
１　居宅介護住宅改修費に要する
 　 経費

39.6

△ 0.7

7.5

８　居宅介護住宅改修費

要介護認定者の福祉用具購入者が見込
みより少なかったため。

　　次のとおりである。

高 額 医 療 合 算 介 護

サ ー ビ ス 等 費
特 定 入 所 者

介 護 サ ー ビ ス 等 費

事　　　　　業

１　居宅介護福祉用具購入費に要
 　 する経費

２　保険給付費

405,791,633

3,637,703

6

5,169,477,318

386,443,443

8,195,612

2,112,388

97,511,765

20,012,794

　合　　　　計

要介護認定者の住宅改修の利用が見込
みより少なかったため。

1　介護サービス等諸費

4,820,396,512

337,414,615

9,305,060

93,324,272

49,028,828

△ 1,073,970155,141,190

7.2

14.5

△ 11.9

4.5

349,080,806

平成２４年度
増 減
率

△ 1,109,448

4,187,493

5,677,924

154,067,220

5,835,708,152 5,429,916,519

本 年度決 算額は、５８億 ３，５７０万８，１５ ２円で、前年度に比べ て４億５７９万

（単位：円、％）

　　　　　　　　 区  分
　項　別

増　減　額

　イ　保険給付費

主　　　な　　　理　　　由
予　　算　　科　　目

不　用　額

1

７　居宅介護福祉用具購入費

　　（１０，６６３．８％）の増となっている。

　カ　諸支出金

本年度決算額は、４，４５４万６１０円で、前年度に比べて３，４２９万６，５４９円

執行率

２　保険給付費

　　（４３．５％）の減となっている。

不用額１億８，３０８万１，１０４円のうち、１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満のものは、

本年度の予算流用は、２件５万５，０００円で、前年度に比べて４件３４万４，０００円の減

　　となっている。また、予備費の充当はない。

2

14,334,870

3

4

5

本年度決算額は、５，２８０万６，２６０円で、前年度に比べて５，２３１万５，６６９円

介護予防サービス等諸費

　ウ　財政安定化基金拠出金

　　　本年度決算額は、０円で、前年度と同じである。

　エ　地域支援事業費

本年度決算額は、１億５，３３７万３，９０８円で、前年度に比べて１７１万１，２９２円

1　介護サービス等諸費

（単位：円、％）

　　（１．１％）の減となっている。

　　

　オ　基金積立金

そ の 他 諸 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費

平成２３年度

保 険 給 付 費 事 項 別 年 度 比 較 は 、 次 の と お り で あ る 。

介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費

１，６３３円（７．５％）の増となっている。
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款 項 目

15.6

85.1

42.6
１　保険料等の還付に要する経
 　 費

2,531,300
還付請求で保留、未請求のものがあった
ため。

１　償還金及び還付金

１　第１号被保険者保険料還付金

３　生活機能評価に要する経費 3,518,757

二次予防高齢者候補者人数が見込みより
少なかったことに加え、受診率も低かった
ことにより、生活機能評価委託料の執行が
少なかったため。

７　諸支出金

１　介護予防事業費

１　二次予防事業費

１　地域密着型介護予防サービ
 　 ス給付費に要する経費

1,678,780

要支援認定者の地域密着介護予防サー
ビスの利用が見込みより少なかったた
め。

４　地域支援事業費

２　介護予防サービス等諸費

３　地域密着型介護予防サービス給付費

予　　算　　科　　目
不　用　額 執行率 主　　　な　　　理　　　由

事　　　　　業

２　保険給付費
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（１）　総　　括

　 となっている。

　　　歳入の主なものは、次のとおりである。

 ア　後期高齢者医療保険料

本年度決算額は、１２億４，７００万６，１００円で、前年度に比べて１億４，５４７万３，５００円

　 （１３．２％）の増となっている。

59,350,300 6,243,803 10.5

歳　 入 　合　 計 2,230,754,437 2,011,442,580 219,311,857 10.9

5 65,594,103

18,924,824 3,338,234 15,586,590 466.9

諸 収 入

3 899,229,410 847,221,446 52,007,964

4

6.1繰 入 金

繰 越 金

2 0 0 0 0.0使用料及び手数料

1 1,247,006,100 1,101,532,600 145,473,500 13.2
後期高齢者医療
保 険 料

本年度予算現額２２億６，２２９万円に対する決算額は、２２億３，０７５万４，４３７円で、予算現

　　額に対する比率は、９８．６％（前年度９５．６％）となっている。

　　　 歳入の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

執 行 率 98.3 94.7 ― ―

（２）　歳　　入

7.5

決 算 額 2,224,207,046 1,992,517,756 231,689,290 11.6

予算現額に
対する比率

98.6 95.6 ― ―

歳

出

予 算 現 額 2,262,290,000 2,104,602,000 157,688,000

7.5

決 算 額 2,230,754,437 2,011,442,580 219,311,857 10.9

　　　　　　　区　分
　項　目

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

歳

入

予 算 現 額 2,262,290,000 2,104,602,000 157,688,000

６　後期高齢者医療特別会計

　　 平成２４年度後期高齢者医療特別会計の決算額は、

　　　　歳　　入　　２，２３０，７５４，４３７　円　　

　　　　歳　　出　　２，２２４，２０７，０４６　円

　　　　差引残額　　　　　　６，５４７，３９１　円

（単位：円、％）

本年度実質収支額は、６５４万７，３９１円（前年度は１，８９２万４，８２４円）となって

　 いる。

　　なお、地方自治法第２３３条の２の規定による基金繰入金はない。

  　本年度と前年度との予算に対する執行状況を比べると、次のとおりである。

-　39　-



 イ　繰入金

 エ　諸収入

　　　本年度決算額は、９４２万６，７００円で、前年度に比べて６７２万６，７００円の増である。

　　　本年度決算額は、９４２万６，７００円で、前年度に比べて６７２万６，７００円の増である。

　　　本年度決算額は、９４２万６，７００円で、前年度に比べて６７２万６，７００円の増である。

款 項 目

87.8

４　保健事業費

89.0

５　諸支出金

60.8

一般会計からの繰入金は、８億９，９２２万９，４１０円で、前年度に比べて５，２００万７，９６４円

　（６．１％）の増である。

本年度決算額は、６，５５９万４，１０３円で、広域連合からの健康診査費受託事業収入及び葬祭費

受託事業収入が７９．１％を占めている。前年度に比べて６２４万３，８０３円（１０．５％）の増

　である。

（３）　歳　　出

本年度予算現額２２億６，２２９万円に対する決算額は、２２億２，４２０万７，０４６円で、

　　執行率は、９８．３％（前年度９４．７％）である。

　　　歳出の款別決算額を前年度と比べると、次のとおりである。

（単位：円、％）

　　　　　　　区　分
　款　別

平 成 ２ ４ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度 増　　減　　額 増　　減　　率

1 6,894,627 3,795,359 3,099,268 81.7総 務 費

2 26,650,000 29,750,000 △ 3,100,000 △ 10.4保 険 給 付 費

3 2,117,828,006 1,901,268,774 216,559,232 11.4広域連合納付金

4 55,561,813 53,033,423 2,528,390 4.8保 健 事 業 費

5 17,272,600 4,670,200 12,602,400 269.8諸 支 出 金

6 0 0 0 0.0予 備 費

歳　 出 　合　 計 2,224,207,046 1,992,517,756 231,689,290 11.6

　　  なお、本年度の予算流用及び予備費の充当はない。

不用額３，８０８万２，９５４円のうち、１００万円以上で、かつ、執行率９０％未満のものは、

　　次のとおりである。

（単位：円、％）

予　　算　　科　　目
不　用　額 執行率 主　　　な　　　理　　　由

事　　　　　業

２　保険給付費

１　葬祭費

１　葬祭費に要する経費

１　健康診査に要する経費

１　健康診査費

6,595,187
健康診査受診者が見込みより少なかっ
たため。

１　葬祭費

3,700,000
支給見込み者数よりも、申請者が少な
かったため。

１　保健事業費　

１　償還金及び還付加算金　

１　償還金及び還付加算金 2,462,400
歳出還付に要する額が見込みより少な
かったため。

　（４６６．９％）の増となっている。

 ウ　繰越金

本年度決算額は、１，８９２万４，８２４円で、前年度に比べて１，５５８万６，５９０円

１　償還金及び還付加算金　
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構成比 構成比
対前年
度　比

構成比
対前年
度　比

97.4 97.4 101.4 97.8 101.1

2.6 2.6 100.0 2.2 86.1

100.0 100.0 101.4 100.0 100.7

寄附、所管換え及び誤謬訂正

売買により取得

合　　　　　　　計 6,633.43 4,324.83

0.00

0.00

23.170.00

0.00 15.53

用途廃止

（ 仮 称 ） 貫 井 北 町
地 域 セ ン タ ー 用 地

行

政

財

産

庁 舎

0.00 5.23

誤謬訂正

誤謬訂正及び帰属

売買により取得

誤謬訂正

塵 芥 集 積 所 誤謬訂正及び用途廃止

786.36 誤謬訂正

東 小 学 校

普通財産より用途変更

南 中 学 校

緑 小 学 校

1,256.00 0.00 誤謬訂正

第 三 小 学 校 0.00

3.80

誤謬訂正

前 原 小 学 校 27.58 0.00 誤謬訂正

1,124.80

小 計 5,468.04

0.001,187.17

小 長 久 保 公 園 0.00

0.01

9.77

0.00

市 民 福 祉 施 設 用 地 0.00

誤謬訂正

　　産は、７，２７８．３６㎡で、前年度に比べて１，１７５．９５㎡の減となっている。

　　　その内訳は、次のとおりである。 

（単位：㎡）

区　　　　　　分 増 減 説　　　　　明

0.00 14.82

合　　　　　計 324,118.44 328,518.11 330,826.71

行政財産は、３２３，５４８．３５㎡で、前年度に比べて３，４８４．５５㎡増となり、普通財

測量誤差及び用途廃止

行 政 財 産 315,664.13 320,063.80 323,548.35

普 通 財 産 8,454.31 8,454.31 7,278.36

第３ 　財産に関する調書

（１）　公有財産

本年度末における公有財産は、土地３３０，８２６．７１㎡、建物１６５，３１８．３８㎡（木造

３，４８８．６０㎡、非木造１６１，８２９．７８㎡）、物権(地上権)８９７．０９㎡、無体財産権

１１件、有価証券は２件１，１００万円、出資による権利は６件２，３８５万３，０００円となっている。

　ア　土　地

　　　土地について、その動向をみると、次のとおりである。

（単位：㎡、％）

　　　　　区　分
　項　目

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

面　積 面　積 面　積

138.15

203.16

1.99

1,652.09

東 小 金 井 駅 北 口 土 地
区 画 整 理 事 業 用 地

自 転 車 駐 車 場

美 術 の 森 緑 地

道 路 予 定 地

緑 地 ・ 公 園

1,001.90

1,983.49

塵 芥 集 積 所 跡 地

1,124.80

行政財産より用途変更0.0011.22本 庁 舎 南 側 廃 道 敷

28.01 売払い
普
通
財
産

法 定 外 公 共 物
［ 水 路 ・ 道 路 ］ 敷 地

東京消防庁小金井消防署
緑町出張所仮庁舎新築用地

（旧）市民福祉施設用地

小 計

売払い

行政財産へ用途変更

売払い

1,165.39

1.36 1.36

0.00

1,124.80

1,187.17

28.01

2,341.34
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構成比 構成比
対前年
度　比

構成比
対前年
度　比

2.3 2.0 92.6 2.1 98.9

97.7 98.0 104.9 97.9 94.8

100.0 100.0 104.7 100.0 94.9

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2.3 2.0 92.6 2.1 98.9

97.7 98.0 104.9 97.9 94.8

100.0 100.0 104.7 100.0 94.9

増 減

0.00 62.64

22.12 0.00

17.68 0.00

9.93 0.00

16.55 0.00

3.24 0.00

9.80 0.00

0.00 19.81

0.00 36.76

175.15 175.15

254.47 294.36

0.00 3.85

0.00 22.20

0.00 97.20

0.00 8,800.94

62.64 0.00

0.00 22.12

0.00 17.68

0.00 9.93

43.23 39.74

0.00 16.55

0.00 3.24

0.00 9.80

19.81 0.00

86.16 21.97

11.03 11.03

222.87 9,076.25

477.34 9,370.61

東 中 学 校

文 化 財 セ ン タ ー

　　　　その内訳は、次のとおりである。

合

計

木 造

非 木 造

合　　計

3,810.44

162,642.98

（単位：㎡）

行
政
財
産

木 造

非 木 造

小　　計

普
通
財
産

木 造

非 木 造

小　　計

　イ　建　物

　　　建物について、その動向をみると、次のとおりである。

　　　　区　分

　項　目 面　積

0.00

面　積

3,528.49

170,683.16

平成２２年度 平成２３年度

3,810.44

162,642.98

165,318.38

3,488.60

161,829.78

165,318.38

0.00

0.00

0.00

3,488.60

自 転 車 駐 車 場

構造の訂正

（単位：㎡、％）

平成２４年度

166,453.42

3,528.49

170,683.16

174,211.65

174,211.65

0.00

小　　　　　　計

第 三 小 学 校

東 小 学 校

前 原 小 学 校

本 町 小 学 校

東 中 学 校

貫 井 南 セ ン タ ー

緑 小 学 校

構造の訂正

0.00

0.00

166,453.42

0.00

緑 小 学 校

第 二 中 学 校

0.00

建物は、１６５，３１８．３８㎡で、前年度に比べて８，８９３.２７㎡（木造３９．８９㎡の

　　　減、非木造 ８，８５３．３８㎡の減）の減となっている。 

161,829.78

合　　　　　　　　　　　　　　　計

面　積

行政財産

小　　　　　　計

非木造

緑 地 ・ 公 園

構造の訂正

第 一 小 学 校

第 二 小 学 校

区　　　　　　　　　　　　　　　分 説　　　明

木　　造

第 一 小 学 校 構造の訂正

本 町 小 学 校

構造の訂正

寄附及び解体

構造の訂正

構造の訂正

第 二 小 学 校

第 三 小 学 校

東 小 学 校

中町三丁目高齢者用作業施設

（仮称）二枚橋焼却場跡地

第 一 分 団 詰 所

第 二 中 学 校

誤謬訂正

災 害 対 策 用 資 機 材
置 場 等 防 災 関 係 施 設

解体

誤謬訂正

構造の訂正

構造の訂正

構造の訂正

焼失

構造の訂正

解体

構造の訂正

構造の訂正

増築

売払い

構造の訂正

構造の訂正

構造の訂正

建替及び誤謬訂正
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（４）　基　　金

８，５５８円の減となっている。

決算年度末（平成２５年３月３１日）債権の現在高は、６億４，７１８万３，００５円で、前年度

比 べ て ６ 億 ６ ， ０ １ ３ 万 ９ ， ９ ９ ５ 円 の 減 と な っ て い る 。

決算年度末現在高は１１件であり、その内訳は著作権１０件（小金井市誌６件、記録映画１件、

５３億９，４０３万１，３６４円の減、庁舎建設基金５億５，００８万５，２８４円の増に対し

４億円の減、鉄道線増立体化整備基金４億３，２４７万９，５３３円の増に対し５億５，７３５万

取得価格１件５０万円以上の備品の決算年度末現在高は、総数８６５であり、前年度に比べて

４，５０７円の減及び環境基金２０億６，４６４万１，２０３円の増に対し１９億２，３０２万

（３） 債　　権

東京フットボールクラブ㈱事業出資金１００万円である。

決算年度中は、著作権１件（ごみ減量キャラクター）増があった。

　ウ　物　権

ちゃん商標権）である。

決算年度末（平成２５年３月３１日）現金の現在高は、４３億４１３万４，９２８円で、

前 年 度 に 比 べ て １ ０ 億 ６ ， ４ ４ ７ 万 ６ ， ０ ２ １ 円 の 減 と な っ て い る 。

庫５増４減である。 

３０増、５５減で、総数は２５減である。

決算年度末現在高は、２件１，１００万円で、内訳は、㈱ジェイコム東京株券１，０００万円及び

決算年度末現在高８９７．０９㎡の内訳は、福祉会館の地上権である。

決算年度中の増減はない。

（２)　物　　品

の減及び環境基金２億円の増に対し３億円の減となっている。 

貸付金である。

決算年度末現在高は、６件２，３８５万３，０００円で、内訳は（公財）体育協会法人化事業出

資金５００万円、土地開発公社出資金５００万円、（公財）東京しごと財団出捐金４００万円、

（公財）東京都農林水産振興財団出捐金１３７万円、（公財）暴力団追放運動推進都民センター

決算年度末現在高は、４１０万円で、これは、社会福祉協議会緊急福祉資金貸付原資

円の減である。

増・減の主なものは、交通量記録装置６減、ろ水機２４減、ガス立体炊飯器６増及び食器消毒保管

債権において増減の主なものは、財政調整基金３億８，０００万円の増に対し７億３，０００万円

現金において増減の主なものは、財政調整基金４４億６，８４５万３，８１８円の増に対し

決算年度中の増減は、４９万５００円増に対し４３９万５００円減で、前年度末に比べて３９０万

決算年度中の増減はない。

小金井市議会史１件、コミュニティバス１件、ごみ減量キャラクター１件）及び商標権１件（こきん

　エ　無体財産権

　カ　出資による権利

　オ　有価証券

出捐金４６８万３，０００円及び地方公共団体金融機構出資金３８０万円となっている。 
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前年度末 決算年度末

現 在 高 増 減 現 在 高

現　金 2,538,166,158 4,468,453,818 5,394,031,364 1,612,588,612

債　権 730,000,000 380,000,000 730,000,000 380,000,000

職 員 退 職 手 当 基 金 現　金 9,402,815 2,357 0 9,405,172

現　金 249,453,501 550,085,284 400,000,000 399,538,785

債　権 150,000,000 80,000 150,000,000 80,000

保 養 施 設 建 設 基 金 現　金 21,785,238 4,830 21,790,068 0

地域センター等建設基金 現　金 95,465,986 18,295 0 95,484,281

現　金 85,050,937 432,109 52,000,000 33,483,046

債　権 30,000 50,000 30,000 50,000

現　金 102,996,297 190,029,664 190,010,814 103,015,147

債　権 100,000,000 0 100,000,000 0

鉄道線増立体化整備基金 現　金 432,354,507 432,479,533 557,354,507 307,479,533

現　金 146,859,772 40,750,364 92,700,000 94,910,136

債　権 13,017,000 4,608,705 13,017,000 4,608,705

現　金 48,678,725 3,285,597 1,500,000 50,464,322

債　権 3,276,000 3,239,200 3,276,000 3,239,200

現　金 18,575,925 11,003,776 9,567,000 20,012,701

債　権 11,000,000 7,000,000 11,000,000 7,000,000

土 地 開 発 基 金 現　金 65,340 16 0 65,356

現　金 1,164,351,023 2,064,641,203 1,923,028,558 1,305,963,668

債　権 300,000,000 200,000,000 300,000,000 200,000,000

国民健康保険事業運営基金 現　金 207,708 51 0 207,759

現　金 6,000,000 0 0 6,000,000

貸付金 0 0 0 0

現　金 444,197,017 601,160 184,281,767 260,516,410

債　権 0 52,205,100 0 52,205,100

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費
等 貸 付 基 金

現　金 5,000,000 0 0 5,000,000

現　金 5,368,610,949 7,761,788,057 8,826,264,078 4,304,134,928

債　権 1,307,323,000 647,183,005 1,307,323,000 647,183,005

貸付金 0 0 0 0

合　　　　　　計

庁 舎 建 設 基 金

地 域 福 祉 基 金

都 市 再 開 発 整 備 基 金

み ど り と 公 園 基 金

国 民 健 康 保 険 高 額
療 養 費 等 貸 付 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

　　各基金の決算年度末（平成２５年３月３１日）現在高は、次のとおりである。

（単位：円）

基　　　金　　　名 区　分
決 算 年 度 中

市 営 住 宅 整 備 基 金

教 育 施 設 整 備 基 金

環 境 基 金

財 政 調 整 基 金
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決算年度末における基金の額６００万円は、すべて現金となっている。貸付金償還未済額

　　はない。

　　　基金の回転率（貸付総額÷基金額）は０回で、前年度も０回であった。

回収率（返済額÷貸付総額×１００）は、前年度は貸付けがなく、今年度においても貸付

　　け・返済ともになく、貸付金償還未済額はない。

　２　土地開発基金

決算年度末における基金の額は、現金６万５，３５６円で、決算年度中に１６円の増となっ

　　ている。

　３　高額介護サービス費等貸付基金

決算年度末における基金の額５００万円は、すべて現金となっている。決算年度中の増減

　　はない。

　　　また、貸付け、返済ともになく、貸付金償還未済額はない。

第４　基金の運用状況

　1　国民健康保険高額療養費等貸付基金
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第５ 審査の結果 

 

１ 計数の確認 

審査の対象となった各会計決算等は、関係書類、帳票及び証拠書類と照合

した結果、計数に誤りは認められなかった。 

また、基金の運用状況についても、決算の計数に誤りは認められなかった。 

 

２ 決算残額の確認 

  歳入歳出の決算残額及び基金の決算年度末現在高は、預金通帳と照合し、

合致していることを確認した。 

 

３ 審査所見 

  決算審査の結果、おおむね適正に処理されていることが認められた。な

お、改善又は検討を要する事項について、以下若干の所見を述べることと

する。 

 

⑴ 総 括 

政府が閣議決定した平成２５年度の経済見通しと経済財政運営の基本的

態度の平成２４年度の経済動向によれば、平成２４年度の我が国経済は、東

日本大震災からの復興需要や政策効果の発現等により、夏場にかけて回復に

向けた動きが見られた。しかしその後、世界経済の減速等を背景として輸出

や生産が減少するなど、景気は弱い動きとなり、底割れが懸念される状況と

なったとした。こうした状況で政府は緊急経済対策を策定した。本対策によ

る政策効果に加え、世界経済の緩やかな持ち直しが期待されることから、我

が国経済は緩やかに回復していくと見込まれるとした。 

このような状況下、小金井市の平成２４年度の一般会計・各特別会計の決

算を見ると、実質収支額は一般会計が１４億２，４６７万９，０００円、特

別会計では、下水道事業特別会計が１，２６1万円、介護保険特別会計が８，

２９１万２，０００円、後期高齢者医療特別会計が６５４万７，０００円で

あったが、国民健康保険特別会計が平成２３年度に引き続き２，１７７万４，

０００円の歳入不足となり、平成２５年度同会計予算からの繰上充用金で補

塡している。 

  また、単年度収支額では、一般会計が２億２，１０８万円、国民健康保

険特別会計が５,７０３万３，０００円、下水道事業特別会計が６３９万７，

０００円、介護保険特別会計が３，５２９万７，０００円となったが、後

期高齢者医療特別会計が１，２３７万７，０００円の赤字となった。 

一般会計の歳入決算額は、３７９億１，２９４万７,０００円で、前年度
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対比１１．５％の減となった。 

増となった主なものを款別に見ると、分担金及び負担金、諸収入などであ

る。 

  増となった主な要因は、分担金及び負担金については、二枚橋衛生組合

解散に伴う承継事務負担金が増となったことによる。 

  諸収入については、東京都市長会家具転倒防止器具助成事業助成金、ス

ポーツ振興くじ助成金がそれぞれ減となったが、生活保護費弁償金、東京

都十一市競輪事業組合益金がそれぞれ増となり、また、平成２３年度子ど

も手当国庫負担金追加交付金が皆増となったことによる。 

  一方、減となった主なものは、市債、国庫支出金、都支出金、繰入金な

どである。 

  減となった主な要因は、市債については、一般財源の不足を補てんし、

市民サービスの維持・増進を図るための臨時財政対策債の発行が減となり、

建設事業債も減となったことによる。 

  国庫支出金については、生活保護費等負担金、障害者自立支援給付費負

担金がそれぞれ増となったが、社会資本整備総合交付金、児童手当（子ど

も手当）負担金がそれぞれ減となったことによる。 

  都支出金については、市町村総合交付金が増となったが、子ども家庭支

援区市町村包括補助事業補助金、緊急雇用創出事業臨時特例補助金がそれ

ぞれ減となったことによる。 

  繰入金については、環境基金繰入金が増となったが、財政調整基金繰入

金が減、文化センター建設基金繰入金が皆減となったことによるものであ

る。 

  次に、歳出について見ると決算額は、３６４億８，８１３万９，０００

円で、前年度対比１２．２％の減となっている。 

  歳出を性質別分類（普通会計ベース）から見てみると、義務的経費は、

１７８億４，４８２万３，０００円で、前年度に比べ０．２％の減となっ

ている。 

主な要因は、人件費が６７億９，６７６万８,０００円で２億３，８８０

万７,０００円、３．４％の減となったものの、扶助費が８１億５，７０９

万１,０００円で１億２，７９４万６,０００円、１．６％の増、公債費が２

８億９，０９６万４,０００円で８，０２６万６,０００円、２．９％の増と

なったことによる。 

投資的経費は、３８億５５万９,０００円で前年度対比４７億３７８万３，

０００円、５．３％の減となっている。 

この主な要因は、旧二枚橋衛生組合施設解体等工事が増となり、小長久保

公園用地取得費等、（仮称）貫井北町地域センター建設工事、けやき保育園
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及びピノキオ幼児園移転改築等工事がそれぞれ皆増となったが、東小金井駅

北口土地区画整理事業関連経費が減となり、また、市民交流センター取得関

連経費、庁舎建設予定地取得費年賦分、滄浪泉園隣接地用地取得費がそれぞ

れ皆減となったことによる。 

積立金は、６億２，４１１万７，０００円で前年度対比６億８，５１１万

８，０００円、５２．３％の減となっている。 

この主な要因は、みどりと公園基金積立金が増となったが、財政調整基金

積立金、庁舎建設基金積立金、環境基金積立金がそれぞれ減、また、都市再

開発整備基金積立金が皆減となったことによる。 

代表的な財政指標を見ると、財政力指数は１．００５で前年度対比０．０

５７ポイントの減、実質収支比率は６．９％で１．１ポイントの増、公債費

比率は７．７％で前年度同率となっている。また、財政構造の弾力性等質的

改善のメルクマールである経常収支比率は、前年度の９７．０％から２．０

ポイント増の９９．０％となり、財政の硬直化が懸念される。なお、分母か

ら臨時財政対策債等の特例債を除いた場合は、１０１．３％から１０２．１％

となった。 

本市の行財政改革のメルクマールとされている人件費比率であるが、分子

となる人件費約６８億円は前年度から約２億４，０００万円の減となったが、

分母となる歳出総額のうち、投資的経費が大幅な減となったことにより、１

８．６％となり、対前年度比１．７ポイントの増となった。 

日本経済の景気は着実に持ち直してきていると分析されてはいるが、本市

の行財政運営は、不透明な世界経済や、雇用情勢の厳しさが残ること等から

市税収入の増加が見込まれないことに加えて、歳出面でも社会保障関連費の

自然増、本市の最重要課題であるごみ処理問題、新庁舎等公共施設の計画的

整備と有効活用、武蔵小金井・東小金井両駅の周辺整備、東日本大震災を教

訓とした減災対策等、多額の財源を必要とする課題が山積しており、市民サ

ービスへの対応のために取り崩すことができる財政調整基金の枯渇する状

況があることから、危機的な財源不足が明らかである。 

このような状況の中、将来にわたって持続可能かつ自律した行財政基盤の

確立を図っていくためには、第３次行財政改革大綱を強力に推し進めていく

とともに第三者による行政診断結果を真摯に受け止め、財政規律を緩めるこ

となく、危機意識を持ってこの難局を打開することを強く求めるものである。 

 

⑵ 個別事項  

ア 受益者負担の適正化について 

 受益者負担の適正化については、平成２１年度決算審査、平成２３年度

定期監査時にも指摘してきているところである。平成２４年度には証明書
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等の手数料の見直しが行われたところであるが、市全体の進捗状況は、ま

だまだ評価できるものではない。 

市の財政が危機的状況であるなかで、特定の利用者に限って行政サービ

スを受ける場合には費用負担を求めることは、市民に説明を尽くせば納得

を得られるものと考える。第３次行財政改革大綱においても掲げられてい

る重要事項であるわけであり、平成２４年度においては第三者による行政

診断でも指摘され、対応の方向性や改善策等も示されている。これらを参

考とし、公平性の確保と市民サービスの向上を念頭に置き、市の安定した

財政運営に寄与するものであるから、早急に施設利用料の見直しを中心に

具体策を提示し、進展させることを切望する。 

 

イ 歳入の確保について 

  市財政を考えると、歳入の確保が今まで以上に求められており、喫緊の

課題であることは自明の理である。税収をはじめとして保育料・育成料等

の税外債権の滞納防止とその迅速・的確な対応も求められており、全庁的

な対策を一層促進されたい。 

  その中でも市税や国民健康保険税の徴収については更なる取組を求める。

市の財政の根幹をなす市税については、軽自動車税のコンビニエンススト

アでの収納サービスの開始や催告書の工夫等の徴収努力の成果もあってか

現年課税分・滞納繰越分を併せた市税の収入率は９５．４％となり、対前

年度比０．２ポイントの増となった。他市ではより効果的な徴収方法に取

り組んでいる事例もあるので、それらを参考に更なる収入率の向上を求め

る。       

一方、国民健康保険税の収納状況は、現年課税分・滞納繰越分を併せた収

入率は７３．４％で前年より１．８ポイント改善したものの、未収入額が７

億８，０００万円を超え、調定額に占める割合は約２４．５％にも達してい

る。また、２年連続の歳入不足による赤字決算という厳しい結果となってい

る。こうした状況に対し、平成２５年度からは公益財団法人東京税務協会に

滞納整理事務等を委託するなど一定の対応策は取られているが、公平性の観

点からも特に滞納繰越分の税額を減ずる抜本的な対策は重要であり、急務で

ある。 

 

ウ 時間外勤務について 

  時間外勤務の増については、近年、数回にわたり決算審査において指摘

をしてきたところである。平成２１年度以降、再度増加に転じ、平成２３

年度には市全体で１１８，３５２時間となった。しかし、平成２４年度に

おいては１１４，２６６時間となり、対前年度比約３．５％の減少となっ
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た。これは中央安全衛生委員会の時間外勤務抑制小委員会で決定した目標

である時間外勤務対前年度比１０％削減ということや一斉退庁日等の継続

的な取組の成果と判断する。 

  しかし時間外勤務の抑制について、課題等がなくなったわけではない。

例えば第二庁舎勤務の職員が深夜の時間帯に業務等をしていることによっ

て、建物内等の巡回警備において深夜業務延長料金が発生している実態が

ある。やむを得ず臨時的業務を行なうことによって生じる場合は了として

も、市にとってはいわば二重の負担となり、職員の健康管理の面から言っ

ても極力避けるべきである。 

このような職員の業務実態等にも注意を払い、依然として１０万時間を超

える時間外勤務が発生していることを重く受け止め、削減を目指して、今後

も引き続き継続的な取組を強く要望する。 

 

エ 適切な予算執行について 

 今回の決算審査では、予算執行に関わる事務について初歩的、基本的な

処理のミス等が散見された。予算の不明確な積算根拠、契約形態の実現性

の有無、契約内容の確認の失念、契約内容の精査を怠ったことなど、いず

れも大事には至らなかったが、このような事務処理状況を見過ごせば、今

後重大事案が発生しないとも限らない。 

 まずは原点に立ち返り、担当者は契約事務や支出事務等の内容をしっか

り確認しながら、予算要求の書類等の作成を行い、決裁ラインにいる職員

は各自の職責を自覚したうえで、関係書類を点検審査するなど文書事務の

取扱について再確認を徹底されたい。 

  予算執行の事務処理に当たっては、業務手順の点検・確認を行い、職務

に必要な知識・能力の習得に資する研修を企画・実施し、職員の資質向上

やミス防止につなげ、さらに職員が事務処理に必要な情報等を容易に入手

でき、庁内全体で事務処理上の問題点を共有できるよう体制の整備を図ら

れたい。 
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平成２４年度小金井市財政健全化審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

 

１ 審査の期間 

  平成２５年７月２５日から平成２５年８月２２日まで 

 

２ 審査の対象  

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項に規定する健全化

判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比

率）及び同法第２２条第１項に規定する資金不足比率について、平成２４年

度決算を対象に審査を実施した。 

 

３ 審査の手続 

  審査に付された４つの健全化判断比率及び資金不足比率について、その算

定の基礎となった事項を記載した書類が、関係法規等に基づいて調製されて

いるかを照合、確認するとともに、関係課から説明を聴取し、審査を行った。 

 

第２ 審査の結果 

 

１ 健全化判断比率 

  ４つの各指標については、計数に誤りは認められず、その算定の基礎とな

った事項が記載されている書類は、いずれも適正に調製されていると認めら

れた。 

  また、健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準数値以下であり、健全

な範囲内といえる。 

 

２ 資金不足比率 

  資金不足比率については、計数に誤りは認められず、その算定の基礎とな

った事項が記載されている書類は、いずれも適正に調製されていると認めら

れた。 

  また、資金不足比率は、経営健全化基準数値以下であり、資金不足は生じ

ていない。 
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３ 総括的意見 

  平成２４年度決算では、財政の健全化に関する法律に示されている健全化

判断比率及び資金不足比率については、いずれも基準数値以下であった。 

  しかしながら市債現在高は、平成２４年度末で前年度に比べ約１０億円の

減少はあったが、約３２６億６，９００万円となっている。このうち将来の

世代への負担の先送りともいえる臨時財政対策債は約１０２億６，０００万

円となっており、引き続き財政運営は大変厳しい状況にある。 

  そして社会保障関連経費の自然増、本市の最重要課題であるごみ処理問題、

新庁舎等公共施設の計画的整備と有効活用、武蔵小金井・東小金井両駅の周

辺整備、東日本大震災を教訓とした減災対策等、多額の財源を必要とする課

題が山積している。 

  このような状況の中、今後も改革の取組を継続して、時代に即した「参加

と協働」によるまちづくりをより確かなものにする行政運営の実現と、持続

可能な財政構造の確立を目指していくことを強く要望する。 
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健全化判断比率 

（単位：％） 

 
平成２４年度 平成２３年度 

健全化判

断 比 率 

早期健全化

基 準 

財 政 再 生 

基 準 

健全化判

断 比 率 

早期健全化

基  準 

財 政 再 生 

基  準 

実質赤字

比 率 
 － 

 

１２．４３ 

 

２０.００ 
 － 

 

１２．４４ 

 

２０.００ 

連結実質

赤字比率 
 － 

 

１７．４３ 

 

３０.００ 
 － 

 

１７．４４ 

 

３５.００ 

実質公債

費 比 率 

 

５．１ 

 

２５.０ 

 

３５.０ 

 

５．７ 

 

２５.０ 

 

３５.０ 

将来負担

比 率 

 

５３．５ 

 

３５０.０ 
 

 

５７．２ 

 

３５０.０ 
 

 ※ 実質赤字比率、連結実質赤字比率の「―」は、地方公共団体の財政の健全化に

関する法律等関係法令に規定された算定上において、実質赤字額、連結実質赤字

額がないことを表している。 

 ※ 基準を超えた場合には、財政健全化計画又は財政再生計画の策定等が義務づけら

れている。 

 

資金不足比率 

                                （単位：％） 

 平成２４年度 平成２３年度 

資金不足比率 経営健全化基準 資金不足比率 経営健全化基準 

下 水 道 事 業 

特 別 会 計 

 

   ― 

 

２０.０ 

 

   ― 

 

２０.０ 

※ 資金不足比率の「―」は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律等関係法  

令に規定された算定上において、資金不足額がないことを表している。 

 ※  基準を超えた場合には、経営健全化計画の策定等が義務づけられている。 


